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【現状・背景】

地球上で生息するペンギン18種類のうち世界最多９種類の

約180羽を飼育する水族館。平成21年には「ふれあいペンギン

ビーチ」としてペンギンを自然の海で泳がそうという世界初

の試みを行うなどコロナ禍前には26～27万人の集客があった。

コロナ禍の令和２年度には約12万人に減少したが、観光客数

の増加を背景に利用者数は回復基調にある。

（令和６年度は前年度１月末まで比5.2％増）

２ 現状と課題

市民にペンギン及び水生生物とのふれあいの場を提供することにより、市民の自然環境に対する意識の高
揚を図るとともに、健全な余暇の活用に資するため、指定管理者制度により長崎ペンギン水族館の管理運営
を行うもの。

１ 概 要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

138～139
２

総務費
１

総務管理費
20

水族館費
1-1 長崎ペンギン水族館運営費

千円
1４０，１８２

333,501

181,203

253,330
277,225

120,408

245,550
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長崎ペンギン水族館利用者数の推移

【課題】
引き続き、市民に親しまれ、愛される水族館となるよう指定管理者による適正

な館の運営や施設の維持管理を行い、集客に努めることに加え、令和13年度（築
30年）以降に生じる施設の大規模な改修や更新によるコスト増を見据え、水族館
の今後のあり方を検討する必要がある。
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（１）指定管理委託料 114,015千円 （利用料金（入館料、駐車場利用料等）収入108,513千円の差引額）

（２）施設修繕料 17,533千円

（３）備品購入 4,494千円

３ 事業内容

主な修繕（名称） 概要 参考写真

亜南極ペンギン次亜塩素
発生装置（CL-1-A）取替
修繕

亜南極ペンギンプールにおいて、高濃度の次亜
塩素酸ナトリウム使い飼育水を殺菌消毒するた
めのもの。

本館トイレ洋式化修繕
正面玄関や館内１階にある和式トイレを 洋式化
するもの。 （男子５、女子５）

低圧コンデンサ取替修繕
2階電気室キュービクル内設置のコンデンサを
取り替えるもの。

本館扉修繕
経年劣化により扉の開閉に支障が出ているため
修繕を行うもの。（スチール片開ドア４箇所）

主な備品（名称） 概要 参考写真

中性電解水生成器
適正な飼育環境のため調餌場や飼育場の消
毒・消臭、飼育用具の消毒など幅広い消毒効果
のある電解水を生成する装置。

生物顕微鏡
展示生物の健全な育成のため、生物の解剖時
に他の生物への感染に繋がる菌やウイスルを
調べるためのもの。
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令和3年度に、施設の適正な維持管理及び計画的な
改修更新を行うため、令和48年度までの「長崎ペンギ
ン水族館維持保全調査」を行った。

この中で、受注者から大規模な修繕や機器の取替が
必要となる時期や費用を明確にし、リニューアル実施
の合理的な時期として、築30年の令和13年頃との提
案を受けた。

ア 施設の状況

築30年の令和13年からは更新･修繕コストが跳

ね上がり、令和12年から16年までの４年間だけ
で４億円を超える。

【主な更新・修繕】
・建 築 昇降機 36,975千円
・機械設備 空調設備 68,500千円
・電気設備 受変電設備 72,933千円

幹線設備 53,892千円

施設の目標使用年数の65年間（R48まで）
使用した場合、令和13年度からの35年間で建設
費22.9億円と同規模の約22億円の更新・修繕費
用を要する。

（４）長崎ペンギン水族館あり方検討支援業務委託 3,000千円

３ 事業内容
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あり方検討

基本
コンセプト
決定

基本構想
策定

基本計画
策定

設計・工事

新しい水族館
開 業

【あり方検討内容】

① 現状課題の把握と機能・役割の整理
② 集客予想
③ 整備にかかる概算コストやスケジュール等の整理
④ 事業収支モデルの検討（運営）
⑤ 事業スキーム（PPP・PFI活用）の検討

【基本コンセプト】

➢ 目指す姿・必要な施設の規模
整備の方法（改修・建替え） など

開館後、24年が経過するなかで、機能的劣化が進み、今後、建物・設備の更新・修繕費用の高騰が見込まれ
ることから、将来の水族館のあり方を検討する必要がある。
本業務は、コンサルからの支援を受けて、ペンギン水族館に期待される役割や機能等の整理を行い、基本コ
ンセプトとなる目指す姿、必要な施設の規模、整備方法の検討に向けた基礎資料を収集・分析し、将来の施設
整備・改修に係る基本構想、基本計画の検討につなげるもの。

イ あり方の検討

３ 事業内容
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（５）その他の経費 1,140千円
産業廃棄物処理業務、屋外広告安全点検業務ほか

※売店等電気使用料（987千円）+売店等上下水道使用料（346千円） +特定収入（461千円）

４ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円
１４０，１８２

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１，７９４

千円
１３８，３８８

３ 事業内容
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５ 施設全景写真

ビオトープ

第１駐車場

第２駐車場

ふれあいペンギンビーチ
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（１）設置場所：長崎市宿町３番地16

（２）設置年月日：平成13年４月22日

（３）構成施設：本館、予備飼育棟、海洋体験館、ビオトープ、ふれあいペンギンビーチ 等

（４）管理運営：（一財）長崎ロープウェイ・水族館による指定管理

（次期指定管理期間：令和７年４月１日から令和12年３月31日まで）

（５）指定管理者が行う業務内容

・施設の運営に関する業務

・施設及び設備の維持管理に関する業務

・施設の設置目的を果たすための体験事業等の実施に関する業務

・水族館内の売店、飲食店の運営に関する業務

６ 施設情報

Web口座振替受付サービスで解決

261,804 

120,408 
138,693 

218,498 

245,550 

69,790 

37,807 40,982 
63,994 

69,922 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

長崎ペンギン水族館 利用者数

入館者（人） 第1・第2駐車場（台）

【新型コロナウイルス感染症
拡大防止に伴う休館期間】
令和２年度：52日間
令和３年度：104日間

参考：利用者数推移
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予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

138～139
２

総務費
１

総務管理費
２０

水族館費
2-1

【単独】長崎ペンギン水族館施設整備事業費
長崎ペンギン水族館施設整備

千円
２７，０００

【現状・背景】

長崎県が管理する主要地方道野母崎宿線沿いにある長崎ペンギン水族館前のバス停について、時間帯等に

よっては道路混雑や渋滞の大きな一因となっていること、また、バスに後続する車両の追越しの際に大きな

事故にも繋がりかねないことから、地元の日見地区連合自治会から「交通環境の改善」としてバスベイの設

置の要望がなされている。

【今後の対応】

地域からの要望実現に向けて長崎県と協議した結果、県がバスベイの設置を行うこととするが、これに伴

い、市はバスベイ拡張に要する用地として、ペンギン水族館第１駐車場の一部を無償で提供すること、また、

駐車場の入口ゲート等の移設を行う。

２ 現状と今後の対応

地元からの要望による交通環境の改善のため、長崎県が長崎ペンギン水族館第１駐車場の入口付近にある

バス停にバスベイを新設することに伴い、バスベイの拡張が入口部分に及ぶことから、入口ゲートと併せて

発券機の移設等を行うもの。また、たちばな漁港有料駐車場にある発券機等について経年劣化により不具合

が生じていることから併せて機器の更新を行うもの。

１ 目 的
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３ 事業内容

長崎市宿町３番地16

(1) 位置図

水族館

日見地域
センター

網場プール

第1駐車場

たちばな漁港有料駐車場

長崎ペンギン水族館 第1駐車場
入口ゲート発券機

バス停

発券機

精算機

(2) 平面図
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３ 事業内容

発券機

※たちばな漁港有料駐車場にも
同様の発券機を設置

たちばな漁港有料駐車場

出入口ゲート

発券機及び精算機

発券機

(2) 平面図
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概 要

第１駐車場において、長崎県が行うバスベイ設置工事と時期
を合せて、駐車場の入口ゲートと発券機を日見地域センター
側に10ｍ程度移設し、たちばな漁港有料駐車場においては、
機器の更新を行う。

内 容 駐車場の現発券機の撤去・更新及び設置

工 期
・バスベイ新設工事 ６か月

※現在、長崎県で警察協議を終え、設計図面を作成中
・発券機移設 ４か月

時 期 閑散時期となる夏休み終了後に実施予定

その他 水族館を営業させながら、住民生活の安全にも配慮し行う。

(3) 事業計画

３ 事業内容
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４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※１ その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

２７，０００ － － ２４，３００ － ２，７００

※１ 地域活性化事業債（充当率 90％、交付税措置率 30％）
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イノシシ・シカ等の有害鳥獣による農作物被害や生活環境被害を防止し、市民の安全安心につなげるため、

地元農業者や自治会、猟友会等と連携しながら、①防護対策、②捕獲対策、③棲み分け対策（有害鳥獣が出

没しにくい環境整備）の３対策を実施する。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

212～213
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費 1-4 有害鳥獣対策費
千円

１０１，７２５

・地域と連携した防護柵の設置や捕獲活動の実施により、農作物被害については減少傾向（農作物被害金

額：Ｒ元 28,855千円⇒Ｒ５ 18,277千円[▲36.7％]）にあるものの、住宅地や通学路への出没や石垣の

掘り起こし、家庭菜園を荒らす等の市街地周辺の生活環境被害は増加傾向（相談件数：Ｒ元 620件⇒

Ｒ５ 813件[＋31.1％]）にある。

２ 現状と課題

農作物被害金額の推移 （単位：千円）

被害種別 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

農作物被害 471 562 427 282 274

生活環境被害 620 908 847 878 813

計 1,091 1,470 1,274 1,160 1,087

相談件数の推移 （単位：件）

イノシシによる掘り起こし被害
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・防護対策については、侵入防止資材（ワイヤーメッシュ柵）の貸与や設置運搬に係る補助を行っている

が、会員の高齢化等により、地域ぐるみで防護柵を設置することが困難になっている自治会が出てきて

いることから、さらなる負担軽減に取り組んでいく必要がある。

・令和４年度から令和６年度にかけて、市街地全体を守る観点から、自治会等での対処が困難な広範囲の

市有地等（新設市道２路線[市道虹が丘町西町１号線・市道江平浜平線]）において、市が主体となった

広域防護柵の設置に取り組んだ。その結果、ワイヤーメッシュ柵設置区間においてイノシシの出没が減

少し、通り道遮断などの効果があったため、今後も市有地等において広域防護柵の整備を進めていく。

２ 現状と課題

被害種別 R元 R2 R3 R4 R5

農作物被害（個人） 34,222 30,048 45,083 27,594 26,204

生活環境被害（自治会等） 4,075 8,927 12,302 8,105 7,842

計 38,297 38,975 57,385 35,699 34,046

ワイヤーメッシュ柵の貸与実績 （単位：ｍ）

ワイヤーメッシュ柵の設置状況

市道を活用した広域防護柵の設置状況
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【参考】ワイヤーメッシュ柵の設置に係る自治会等の負担軽減に向けた取組み

・捕獲対策については、市や猟友会、ＪＡ等で組織する長崎市有害鳥獣対策協議会（以下、「協議会」と

いう。）において、猟友会から推薦を受けた約280人の捕獲隊員と農業者の組織する団体や自治会等で

組織する地域ぐるみの捕獲隊約110団体が捕獲活動に従事しており、令和５年度は、イノシシ3,514頭、

シカ744頭、アナグマ等383頭を捕獲している。

・有害鳥獣の中で、特に被害相談が多いイノシシの捕獲頭数については、令和２年度の5,235頭をピーク

に減少傾向にあるものの、地域住民等から市街地や通学路における目撃情報や相談が多くあることから、

捕獲体制を強化していく。

２ 現状と課題

種別 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

協議会捕獲 2,782 3,518 2,814 3,071 2,558

地域捕獲隊 1,027 1,717 1,156 1,145 956

合計 3,809 5,235 3,970 4,216 3,514

イノシシ捕獲頭数の推移 （単位：頭）

年度 取組み内容

Ｒ３～ ・ワイヤーメッシュ柵等資材設置業務補助金の創設

Ｒ４～Ｒ６ ・市道２路線を活用した広域防護柵の整備

Ｒ６～
・メッキ加工した貸与用ワイヤーメッシュ柵の購入
・貸与用補修ワイヤーメッシュ柵の購入
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⑴ 鳥獣侵入防止資材の貸与等 24,600千円【見直し】

ア 生活環境被害対策 （自治会等向け） 約４kｍ分

イ 農作物被害対策 （農業者等向け） 約14kｍ分 合計 18㎞分

【参考】ワイヤーメッシュ柵購入に係る納品・配布方法の見直し内容

⑵ ワイヤーメッシュ柵等資材設置業務補助金 1,000千円

自治会の会員減少や高齢化等により、ワイヤーメッシュ柵等の設置にかかる負担軽減が課題となって

いることから、自治会等に貸与するワイヤーメッシュ柵の設置費用の一部を支援。

ア 対象事業者 ワイヤ―メッシュ柵の自力施工が困難な自治会等（設置できる人材がいない、

設置に専門技術を要する等）

イ 補助率 ２分の１

ウ 補助上限額 200千円/団体

エ 総事業費 1,000千円（5団体×200千円）

３ 事業内容

見直し前（Ｒ６まで） 見直し後（Ｒ７から） 効果

納品方法
年２回に分けて４箇所（あぐり、
農業C、日吉、三和）に一括納品

申請状況に応じて４箇所（あぐり、
農業C、日吉、三和）に随時納品

・在庫の解消、サビ防止
・セキュリティの向上

配布方法

・概ね２ヶ月に１回程度
（あぐりのみ毎週水曜日）

・日程は流動的
・申請者が手積み（７㎏/枚）

・２ヶ月に１回
（あぐりは引き続き毎週１回）

・事前に配布日程を決める
・受託業者が機械で積載

・積載に係る労力及び時間の削減

契約方法 総価契約 単価契約 ―
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⑶ 広域防護柵整備計画検討委託（市有地等における広域防護柵整備計画の検討） 3,400千円【新規】

イノシシ等による市街地周辺での生活環境被害対策を強化するため、市が主体となって設置する広域

防護柵の今後の整備計画を検討する。

ア 業務内容

（ア）現状分析 ：被害状況、被害相談件数、ワイヤーメッシュ柵の整備状況等の分析

（イ）整備場所の抽出 ：現場の実地調査等により、緊急性の高い場所を抽出し、整備の優先

順位を決定

（ウ）整備計画（案）の策定：設置ルート、概算費用、工期等の算定など

⑷ 有害鳥獣対策協議会運営費負担金 36,350千円

関係機関・団体で組織し、捕獲等の有害鳥獣対策を行う協議会への負担金

ア 捕獲対策（30,322千円）

（ア）相談員手当等 （697千円）

相談員（市内８地区）及び捕獲隊員に対し、緊急出動（被害調査や捕獲）及び捕獲コンサル

ティング等を要請した際の手当等の経費

（イ）捕獲手当（報奨金）等 （29,625千円）

①協議会捕獲隊員（猟友会推薦者）が有害鳥獣を捕獲した場合の経費（23,255千円）

・イノシシ ＠5,500円（※）×2,810頭 ・シカ ＠5,000円×810頭

・カラス ＠3,000円×790羽 ・アナグマ等 ＠3,000円×460頭

※協議会捕獲隊員におけるイノシシ捕獲単価の増（＠5,000円/頭→＠5,500円/頭）【拡大】

②地域ぐるみの捕獲隊の有害捕獲に係る報奨金 （6,370千円）

・イノシシ ＠5,000円×1,090頭 ・シカ ＠5,000円×40頭

・アナグマ等 ＠3,000円× 240頭

３ 事業内容
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イ 有害鳥獣捕獲確認アプリの実証試験（1,100千円）【新規】

（ア）対象者 協議会捕獲隊員のうち希望者 20人

（イ）対象鳥獣 イノシシ

（ウ）内 容 捕獲確認アプリの導入

（捕獲確認作業の省力化、捕獲情報のマップ化）

（エ）導入費用 1,100千円/年間（初年度のみ）

※２年目以降は30万円程度

３ 事業内容

Ｒ６市町単価の比較

長崎市
県内20市町平均
（壱岐市除く）

最大 最小

5,000 5,900 10,000 2,000

≪協議会捕獲隊員の捕獲報奨金を増額する理由≫

○市街地や通学路周辺の出没や目撃情報が市内全域で増えており、人的被害が生じるリスクが高いため、

市内全域で捕獲を強化する必要がある。

※協議会捕獲隊員は市内全域で捕獲活動を実施できる。

○協議会捕獲隊員は捕獲効率が高い「くくりわな」を使用しているが、わな代は全て自己資金で対応。

※地域ぐるみの捕獲隊は箱わなによる捕獲のみ（箱わなの貸与制度あり）。

単位（円/頭）

【参考】

箱わなくくりわな
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【参考】

３ 事業内容

現在の捕獲確認作業（【捕】捕獲者、【市】長崎市）⇒捕獲者、長崎市ともに多大な労力が発生
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ウ その他（4,928千円）

網・わな狩猟免許取得助成、振込手数料、広域協議会負担金、保険料助成等

⑸ 専門業者への有害鳥獣対策相談等委託（R６～R８） 32,120千円

専門業者による相談受付、現地調査、各種被害対策のコンサルティング、地域ぐるみでの対策の推進

業務、有害鳥獣による被害調査のデータ整理及び被害マップの作成業務等

３ 事業内容

捕獲確認アプリ導入後のイメージ

○捕獲者の書類作成や写真撮影等に係る作業、市の書類確認・集計に係る手間が大幅に削減。
○捕獲情報を自動的にマップ化できることで今後の対策にも活用可。
○将来的にはワイヤーメッシュ柵のデータや被害情報データ等も落とし込み、作成したマップ
を関係者と共有したり、市民にホームページ上で公表することで、総合的な有害鳥獣対策の
検討ツールとして活用。

スマートフォン

【参考】
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⑹ その他 （既設ワイヤーメッシュ柵の点検、推進業務等にかかる通信費、車両燃料等） 4,255千円

３ 事業内容

【参考】

有害鳥獣被害対策にかかるフロー図

【長崎市】

捕獲依頼調査報告又は

緊急捕獲

長崎市コールセンター

長崎市生活環境被害対策担当者連絡会議 所管課で組織
（市有地・道路・公園・学校等）

長崎市有害鳥獣相談センター

【市委託専門業者】

TEL 095-841-0477

FAX 095-804-9661

被害相談 現地立会
【調査・対策指導】【自治会・住民からの通報】 有害鳥獣による被害の発生

コンサルティング

所管施設等の対策の実施

有害捕獲許可申請
箱わな貸与申請

ワイヤメッシュ柵の貸与申請

ワイヤメッシュ柵貸与申請

※自治会長名で申請

【自治会等】 【長崎市（農林振興課）】 【自治会等】

貸与決定

①ワイヤメッシュ柵を受け取りに行く

②自治会等で協力し、ワイヤメッシュ柵設置

③長崎市へ設置完了報告の提出 ※指定様式に写真を添付

④自治会等で適切に維持管理を実施

協議会での捕獲

地域ぐるみでの捕獲

【協議会相談員】
■捕獲方法

・協議会による捕獲

【専門業者】

捕獲隊結成の相談 安全講習会等の開催

【自治会】・【地域】
捕獲隊の結成

【長崎市】
（農林振興課）

【自治会】・【地域】
捕獲開始

有害捕獲許可決定
箱わな貸与決定

自治会、地域での講習会の開催

【自治会】 【専門業者】・【長崎市】

講習会開催の依頼 講習会の実施

①講習会を契機に、自治会や地域が有害鳥獣対策について考える

②長崎市や専門業者と協議しながら、どのような対策を実施していくのか検討

③対策の実施

【専門業者】

【自治会】

【自治会】

■捕獲隊とは

狩猟免許を持つ「リ一ダ一」の指示のもと、 狩猟免許を持たない者
（捕獲補助員）数人が捕獲作業の協力をする捕獲チ一ムのこと

地
域
で
の
勉
強
会
が
必
要
と
判
断

防
護
対
策
が
必
要
と
判
断

捕
獲
対
策
が
必
要
と
判
断
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※１ 鳥獣被害防止総合対策事業費補助金1,950千円 及び 権限移譲に係る交付金1,013千円

※２ 有害鳥獣駆除に要する経費として、特別交付税の対象経費

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金
県支出金
※１

地方債 その他
一般財源
※２

千円 千円 千円 千円 千円 千円

１０１，７２５ ― ２，９６３ ― ― ９８，７６２
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次世代を担う農業者を育成・確保するため、令和４年度から国において創設された制度であり、本市にお

いてもこの事業を活用し、経営開始直後の新規就農者に対して、経営が安定するまでの一定期間、農業経営

開始資金を交付することで、農業の担い手のさらなる育成・確保と経営の安定につなげるもの。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

214～215
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費
1-10 新規就農者育成総合対策事業費

千円
１７，２０９

⑴ 農業経営開始資金 17,125千円

ア 交付額 ：対象者１人当たり 年間最大1,500千円

※夫婦で受給する場合、２人で1.5倍の額を交付

イ 交付期間 ：最長３年間

ウ 交付対象者の主な要件：

(ア)独立・自営就農時の年齢が、原則50歳未満であること

(イ)青年等就農計画の認定を受けた者であること（認定新規就農者：５年後の農業所得の目標が3,000

千円以上見込まれる計画である者）

(ウ)農家子弟の場合は、新規参入者と同等の経営リスク（新たな作目の導入、経営の多角化等）を負う

と認められること

(エ)地域計画の目標地図に位置づけられた者（見込みを含む）又は農地中間管理機構から農地を借り

受けた者であること

(オ)生活保護等、生活費を支給する国の他の事業と重複受給でないこと

２ 事業内容
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エ 交付予定者：17人（茂木２、東長崎３、琴海12）

⑵ 推進業務に係る事務費 84千円

ア 謝金 84千円 対象者への専門的指導に対する謝金として指導農業者へ交付

２ 事業内容

３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金
県支出金

※１
地方債

その他

※２
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

１７，２０９ － １７，２０９ ― ― ―

※１ 県支出金：新規就農者育成総合対策事業費（国→長崎県）
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令和７年度新規就農者育成総合対策事業交付予定者一覧

４ 参 考

No. 就農時期 交付年数 年齢 地 区 品 目
交付額
（千円）

謝金
（千円）

備 考

１ R4年4月 - 40代 茂木北部 いちご 0 8

２ R4年6月 ３年目 40代 琴 海 アスパラガス 375 8 夫婦で受給

３ R4年6月 ３年目 30代 琴 海 アスパラガス － －

４ R4年6月 ３年目 30代 琴 海 いちご 250 8

５ R4年10月 ３年目 20代 琴 海 いちご 750 8

６ R4年10月 ３年目 30代 琴 海 いちご 1,500 8

７ R5年6月 ２年目 40代 琴 海 いちご 2,250 8 夫婦で受給

８ R5年6月 ２年目 40代 琴 海 いちご － －

９ R5年10月 ２年目 30代 琴 海 いちご 2,250 8 夫婦で受給

１０ R5年10月 ２年目 30代 琴 海 いちご － －

１１ R6年4月 ２年目 30代 琴 海 いちご 2,250 8 夫婦で受給

１２ R6年4月 ２年目 30代 琴 海 いちご － －

１３ R7年5月 １年目 30代 東長崎 いちご 1,500 4

１４ R7年6月 １年目 20代 東長崎 いちご 1,500 4

１５ R7年6月 １年目 20代 茂木北部 いちご 1,500 4

１６ R6年12月 １年目 30代 琴 海 いちご 1,500 4

１７ R7年9月 １年目 40代 東長崎 いちご 1,500 4

小計 17,125 84

合計 17,209

※年齢・継続者の交付年数は令和７年４月１日時点
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⑴ 経営開始直後の支援［継続］ ……4,900千円

ア 給 付 額：対象者１人につき 年間最大1,200千円

※耕作放棄地を解消する者については、50千円/10aの上乗せを行う（初年度のみ）

イ 給付期間：最長２年間

ウ 主な給付要件

・就農時の年齢が50歳以上65歳未満の、新たに独立・自営で農業を開始する者であること

※ただし、親の農業経営を継承する者は新たに10a以上の耕作放棄地を解消する者に限る

・青年等就農計画（５年後の農業所得が300万円以上見込まれる計画）の認定を受けた者であること

・地域計画の目標地図に位置づけられている者若しくは位置づけられる見込みの者であること

・生活費の確保を目的とした国・県及び市の他の事業を受けていないこと

エ 給付予定者：５人（茂木３人、東長崎１人、琴海１人）

農業従事者の高齢化や減少が進む中、国の支援制度である「農業次世代人材投資資金」及び「新規就農者

育成総合対策事業」の対象とならない中高年層について、長崎市の重要な農業の担い手として育成・確保す

るため、就農準備のための研修期間中の給付金及び経営開始直後の経費負担を軽減する給付金を交付し、就

農意欲の喚起と就農後の定着を図るもの。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

214～215
６

農林水産業費

１

農業費

３

農業振興費
1-11 中高年新規就農者給付金事業費

千円
６，１００

２ 事業内容

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進
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３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

６，１００ ― ― ― ― ６，１００

⑵ 就農準備期間中の支援……1,200千円

ア 給 付 額：対象者１人につき 年間最大1,200千円

イ 給付期間：最長２年間

ウ 主な給付要件

・長崎県新規就農相談センター又はＪＡ長崎せいひ担い手支援センターにおいて研修を受けること

・就農時の年齢が50歳以上65歳未満で、独立・自営就農を行い長崎市内に住所を有する見込みの者

であること

・常勤の雇用契約を締結していないこと

・就農後５年以内に青年等就農計画（５年後の農業所得が300万円以上見込まれる計画）又は農業経

営改善計画（５年後の農業所得が400万円以上見込まれる計画）の認定を受ける見込みの者である

こと

・就農後に地域計画の目標地図に位置づけられていることが確実であること

・生活費の確保を目的とした国・県及び市の他の事業を受けていないこと

エ 給付予定者：１人 （琴海１人）

２ 事業内容
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令和７年度中高年新規就農者給付金給付予定者一覧

４ 参考

№ 就農時期
交付
年数

年齢 地区 品目
給付額
（千円）

備考

1 R5年4月 ２年目 50代
茂木北部
茂木南部

びわ、かんきつ 100 経営開始

2 R6年4月 １年目 60代 茂木南部 びわ、しょうが 1,200 経営開始

3 R6年12月 １年目 50代 東長崎
アスパラガス、
ブロッコリー

1,200 経営開始

4
R7年3月
（予定）

１年目 50代 琴海 いちご 1,200 経営開始

5
R7年3月
（予定）

１年目 50代 茂木南部 びわ、柑橘 1,200 経営開始

6
R8年4月
（予定）

１年目 50代 琴海 柑橘 1,200 就農準備

合計 6,100

※年齢・継続者の交付年数は令和７年４月１日時点
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「長崎和牛・出島ばらいろ」をはじめとした肥育牛経営者の安定生産を図るため、素牛購入に要する資金等の原資

を融資機関に一定期間預託し、協調融資を行う。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

214～215
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費 4-3
農業振興資金預託金
（特認家畜購入資金）

千円
７２４，２６１

⑴ 預託先 長崎西彼農業協同組合
⑵ 総事業費 724,261千円（既存分 599,261千円 新規分 125,000千円）
⑶ Ｒ７導入頭数 250頭（予定）
⑷ 預託利率 年０％
⑸ 預託期間 令和７年４月１日～令和８年３月31日
⑹ 協調倍率 長崎市：長崎西彼農業協同組合 ２：１
⑺ 貸付利率 年1.3％

２ 事業内容

出島ばらいろの牛舎

長崎市
長崎西彼農業
協同組合 肥育農家

子牛市場

素牛を
60万円で購入貸付資金の2/3相当

（40万円）を預託

素牛購入資金60万円を貸付利率1.3％で貸付
（ＪＡ原資20万円＋市預託40万円）

約2年間肥育

枝肉市場

肥育期間を終
了した肉牛を
出荷

肉牛売上げ
代金（100万円）

肉牛出荷後（借入れ後約2
年）、当該素牛の借入れ金
を償還（60万円+利子）

農家から償還があった資金のうち
預託金相当額を返納（40万円）

【預託フロー図】
〇素牛を60万円で購入する場合の例
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【参考】

⑴ 特認家畜購入資金の過去５か年の活用状況

⑵ 農業振興資金預託金の資金種別

⑶ 長崎県の融資制度（農業近代化資金）

ア 概 要 県が融資機関に利子補給を行い、農業経営の近代化を図る。

イ 限度額 200,000千円

ウ 貸付利率 1.4％ （基準金利2.65％－県利子補給率1.25％）

※（公財）農林水産長期金融協会が別途利子助成を行うため実質無利子

エ 償還期限 ７年(据置期間２年)

２ 事業内容

資金の種類 貸付利率 貸付限度額

特認家畜購入資金 1.3％ 市長が適当と認める額

災害資金 1.0％ 個人：10,000千円 法人：50,000千円

振興資金 2.0％ 個人：10,000千円 法人：50,000千円

預託金導入頭数
（単位：頭）

購入価格
（単位：円）

一頭あたり
（単位：円/頭）

【参考】農業近代化資金
導入頭数（単位：頭）

頭数
（単位：頭）

売上高
（単位：円）

一頭あたり
（単位：円/頭）

R元 131 94,132,377 718,568 1,076 922 1,129,533,488 1,225,091

R2 530 373,904,279 705,480 847 613 662,629,394 1,080,961

R3 561 411,417,677 733,365 653 210 262,397,551 1,249,512

R4 295 196,274,759 665,338 1,220 687 880,674,277 1,281,913

R5 646 405,784,653 628,150 645 343 425,855,134 1,241,560

素牛 出荷牛
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※ 預託金元金収入

３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

７２４，２６１ ― ― ― ７２４，２６１ ―
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生産者の高齢化や生産量の減少が課題となる中、日本一のびわ産地を次世代

に継承するため、長崎びわの優良品種である「なつたより」やハウスびわ、

複合経営に係る果樹（レモン・アボカド等）の苗木の導入を支援するとともに、

土づくりの省力化を図るための有機質資材の導入やカラスやヒヨドリ等を追払

う機器等の導入に対する支援を行うことで、長崎びわの生産量や品質の確保、

高単価販売につなげる。

１ 事業概要

⑴ 「なつたより」「茂木種」「レモン」「アボカド」等の補植に係る苗木の導入

ア 事業主体：営農集団（３戸以上）

イ 対象経費：「なつたより」「茂木種」「レモン」「アボカド」等の補植用苗木

（A≒3.3ha 計600本）

ウ 総事業費：1,093千円＝2,046円/本×400本＋1,364円/本×100本＋1,375円/本×100本

エ 補助金額（率） 市：546千円（1/2） 地元負担：547千円

オ 事業実績：24,025本（面積：71.3 ha）（Ｈ20年度～Ｒ５年度）

（参考）国庫事業「果樹経営支援対策事業」による改植

事業実績：8,570本（面積：14.7 ha）（Ｈ20年度～Ｒ４年度）

２ 事業内容

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

214～215
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費
5-2 長崎びわ生産推進事業費補助金

千円
２，４１２

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進

なつたより,
38t, 17%

露地びわ, 
74t, 34%

ハウスびわ, 
107t, 49%

令和５年産 ＪＡ販売量

なつたより

アボカド
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⑵ 「なつたより」「ハウスびわ」の省力化品質向上資材（梱包圧縮有機質資材）の導入

ア 事業主体：営農集団

イ 対象経費：省力化高品質資材（A≒5.7ha 計21ｔ）

ウ 総事業費：2,933千円≒1,397円/梱包×2,100梱包

エ 補助金額（率） 市：1,466千円（1/2）

地元負担：1,467千円

オ 事業実績：215.7ｔ（面積：70.2ha）（Ｈ25年度～Ｒ５年度）

⑶ 防鳥対策機器等の導入

ア 事業主体：営農集団

イ 対象経費：鳥類追払機器・資材（音声・光追払機器 14台ほか）

ウ 総事業費：800千円

エ 補助金額（率） 市：400千円（1/2）

地元負担：400千円

オ 事業実績：音追払機器11台ほか（面積：7.7ha）（Ｒ５年度）

機器本体

スピーカー

３ 財源内訳

事業費
①

予算計上額
②

財 源 内 訳 事業者（主）
負担額
①－②国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

４，８２６

千円

２，４１２

千円

－

千円

－

千円

－

千円

－

千円

２，４１２

千円

２，４１４

２ 事業内容
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次世代を担う農業者の育成・確保に向けた取組の一つとして、令和４年度から国において創設された「経

営発展支援事業」を活用し、農業機械・施設等の導入を支援することで、新規就農者のさらなる負担軽減を

図り、経営安定に向けた取り組みを支援するもの。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

214～217
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費
7-1

【補助】農業振興施設整備事業費補助金
新規就農者支援施設

千円
４１，２５８

⑴ 補助事業 41,250千円

ア 交付対象者：49歳以下で令和６年度又は７年度に新たに農業経営を開始する認定新規就農者（５年後

の農業所得300万円をめざす新規就農者）

ただし、親元就農者は、親の経営に従事して５年以内であること

イ 補助対象 ：機械・施設等の取得・改良、家畜導入、果樹・茶の新植・改植、機械等リース料等

ウ 補助率 ：3/4（国1/2 県1/4）

エ 補助上限額：7,500千円（「経営開始資金」との併用の場合、3,750千円）

オ 予定件数 ：８件

カ 補助金額 ：41,250千円＝ 5,000千円（補助対象事業費）×3/4（補助率）×5人

＋10,000千円（補助対象事業費）×3/4（補助率）×3人

⑵ 推進業務に係る事務費: ８千円

謝金 ８千円 対象者への専門的指導に対する謝金として指導農業者へ交付

２ 事業内容
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３ 財源内訳

※１ 県支出金：新規就農者育成総合対策事業（国・県）

事 業 費
①

予算計上額
②

財 源 内 訳 事業者（主）
負担額
①－②国庫支出金

県支出金
※１

地方債 その他 一般財源

千円

７２，５０８
千円

４１，２５８
千円

-
千円

４１，２５８
千円

-
千円

-
千円

-
千円

３１，２５０

令和７年度事業予定者一覧

４ 参 考

№ 実施地区 部門 事業内容
総事業費
（千円）

補助金額
（千円）

事業者
（千円）

備考

1 東長崎
施設野菜
（いちご）

育苗施設、生産・出荷
用機械等

5,000 3,750 1,250 新規

2 東長崎
施設野菜
（いちご）

育苗施設、生産・出荷
用機械等

5,000 3,750 1,250 新規

3 東長崎
施設野菜
（いちご）

育苗施設、生産・出荷
用機械等

5,000
3,750 1,250 新規

4 茂木
施設野菜
（いちご）

育苗施設、生産・出荷
用機械等

5,000 3,750 1,250 新規

5 琴海
施設野菜
（いちご）

育苗施設 5,000 3,750 1,250 新規

6 琴海
畜産
（酪農）

乳用牛導入 17,500 7,500 10,000 新規

7 琴海
果樹
（ぶどう）

ハウス新設 10,000 7,500 2,500 後継者

8 外海
施設野菜
（トマト）

ハウス新設 20,000 7,500 12,500 後継者

計 72,500 41,250 31,250

いちご育苗施設

プレハブ冷蔵庫
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長崎市植木センター（平成16年5月設置）は、市民に植木園芸に関する情報及び研修の場を提供し、もって植木園
芸の振興に資するための施設であるが、外壁及び屋根の塗装の改修等を行い、利用客の安全確保を図り、安定し
た施設運営を行うもの。

１ 概 要

（１）設置場所：長崎市松原町2624番地１

（２）設置年月日：平成16年５月１日

（３）構成施設：センター（研修室１・２、事務室等）、多目的広場 等

（４）管理運営：農事組合法人古賀植木園芸農業組合による指定管理（令和４年４月１日から令和９年３月31日まで）

２ 施設情報

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

216～217
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費
8-2

【単独】農業振興施設整備事業費
植木センター

千円
２３，８００
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３ 位置図、配置図及び施設写真
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（１）外壁屋根塗装改修工事

建築から20年を経過した植木センターの外壁や屋根に係る塗装の更新時期にあり、雨漏りも確認されて
いることから、外壁及び屋根の塗装改修工事を実施する。

■外壁屋根塗装改修工事：２３，８００千円
⇒外壁（422㎡）及び屋根（415㎡）の塗装改修、丸太腐食部分取替え等

【参考写真（植木センター）】
外壁（丸太）腐食箇所

４ 事業内容

窓を伝い雨漏りが生じている
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Web口座振替受付サービスで解決

※公共施設等適正管理推進事業債（充当率90％、交付税措置率30～50％）

事業費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 ※ その他 一般財源

千円
２３，８００

千円
－

千円
－

千円
２１，４００

千円
－

千円
２，４００

５ 財源内訳

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

長崎市植木センター 利用者数（人）

7,238

3,104

4,253

6,269

5,994

参考：利用者数推移

【新型コロナウイルス感染症
拡大防止に伴う休館期間】
令和２年度：20日間
令和３年度：88日間
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認定農業者や認定新規就農者等の経営意欲が高い農業者団体等の農業経営の安定や発展を図るため、生産

基盤整備（省力省人化・高品質化機器及び資材の導入など）やスマート農業の推進（ICT化）、小規模な土

地基盤整備、大規模な土地基盤整備の検討調査に要する経費を支援する。併せて県の補助事業を活用して施

設整備や機器等の導入を行う場合に上乗せ支援を行う。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

216～217
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費 9-1
【単独】農業振興施設整備事業費補助金
担い手農家支援施設

千円
３２,３２５

【現状・背景】

・本市の農業は、農産物販売金額300万円未満の農業経営体が全体の約８割を占めており、小規模かつ零

細な農業経営を行っている農業者が多い。

・中山間の傾斜地に狭い農地が分散しており、労働生産性が非常に悪いため、規模拡大を目指す農業者

や新規就農者が求めている耕作条件の整った質の高い農地を確保することが難しい。

２ 現状と課題

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進

耕作放棄地
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【課題】

・農業者が農産物を安定的に供給し、安定した経営を図るため、省力化機器やスマート農業技術等を

導入し、農作業の効率性や生産性を向上させていく必要がある。

・耕作条件の整った質の高い農地を確保するため、地域の実情に応じた基盤整備を行う必要がある。

２ 現状と課題

３ 事業内容

⑴ 補助対象者

ア 農業協同組合

イ 農業者の組織する団体（２戸以上で認定農業者又は認定新規就農者を３分の１以上含むこと）

⑵ 補助率 ２分の１以内 ※補助対象事業ごとに補助限度額あり。

⑶ 補助対象事業

ア 生産基盤整備事業

(ア)補助対象経費 園芸ハウスの補強・交換、省力化・高品質化機器

及び資材の導入など

(イ)事業内容 いちご炭酸ガス局所施用装置、みかんシートマルチ

の導入など８件

(ウ)総事業費 23,350千円

(エ)補助金額(率) 市：11,675千円（1/2）地元負担：11,675千円

イ スマート農業推進事業

(ア)補助対象経費 ロボット技術又はICT技術を活用した農業機械

の導入

(イ)事業内容 いちごハウス自動巻き上げ機の導入１件

(ウ)総事業費 2,400千円

(エ)補助金額(率) 市：1,200千円（1/2）地元負担：1,200千円

みかんシートマルチの導入

ビニルハウス自動巻上機
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３ 事業内容

ウ 小規模土地基盤整備事業

(ア)補助対象経費 圃場への侵入経路、農地造成・改良、給水排水

施設、伐採・伐根、深耕、整地及び客土等の整備

(イ)事業内容 いちご小規模土地基盤整備 ２件

(ウ)総事業費 4,000千円

(エ)補助金額(率) 市：2,000千円（1/2）地元負担：2,000千円

エ 大規模土地基盤整備検討調査事業【拡大分】

(ア)補助対象経費 国の補助事業を活用した大規模土地基盤整備（5.0ha以上）の検討

(イ)事業内容 大規模土地基盤整備の基本構想の策定及び先進地視察など１件

(ウ)総事業費 6,000千円

(エ)補助金額(率) 市：3,000千円（1/2）地元負担：3,000千円

オ 県単独補助事業への市補助

(ア)補助対象経費 県単独の補助事業を活用した施設整備や機器等

の導入

(イ)事業内容 いちご低コスト耐候性ハウス、花き高温防止

フィルムの導入など３件

(ウ)総事業費 54,900千円

(エ)補助金額(率) 県：7,466千円（1/8,1/3）市：6,984千円（1/8,1/6）

地元負担：40,450千円

小規模土地基盤整備

低コスト耐候性ハウス
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※県支出金：ながさき農林業・農山村構造改善加速化事業費、ながさき産地基盤整備強靭化事業費、

ながさき農林業グリーン化総合対策事業費

４ 財源内訳

事 業 費
①

予算計上額
②

財 源 内 訳 事業者（主）
負担額
①－②国庫支出金 県支出金※ 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

９０，６５０ ３２，３２５ ― ７，４６６ ― ― ２４，８５９ ５８，３２５
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農業に新規参入しようとする若しくは遊休農地を活用して規模拡大により雇用の拡大を図ろうとする企業

又は個人、及び実家の農業経営を継承する農業後継者に対し、生産基盤整備や小規模土地基盤整備等の支援

を行い、新たな担い手の育成、着業後の定着及び遊休農地の活用につなげるもの。

１ 目的

予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

216～217
６

農林水産業費
１

農業費
３

農業振興費 9-3
【単独】農業振興施設整備事業費補助金
農業新規参入促進施設

千円
１９，０００

【現状・背景】

・就農の相談については、年間約47件（過去３年平均）あっており、年々増加傾向にある。

・国が交付する資金の活用や、市単独事業の実施により、毎年約17名が新規就農者で着業している。

・農業後継者に対する支援としては、国の事業があるが、経営向上の目標設定等の要件があり、現状の農業

経営規模を引き継いで農業を行う後継者は、取組みが難しい。

２ 現状と課題

■令和５年度就農相談の事例（R５年度：49件、R４年度：48件、R３年度：44件）

施設整備の補助事業等について 19件

新規就農の手続き等について 29件

農業研修について 2件

就農給付金について 7件

農地の借入について 2件

うち親元就農に関する相談
R5：3件、R4：7件、R3：３件

■長崎市における担い手の推移

R2 R3 R4 R5

新規就農者 13名 16名 18名 17名

認定新規就農者 11名 6名 14名 3名

中心となる経営体 470名 475名 500名 500名

R2 R3 R4 R5

新規就農者 13名 16名 18名 17名

認定新規就農者 11名 6名 14名 3名

中心となる経営体 470名 475名 500名 500名

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進
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【課題】

・実家の農業経営を引き継ぐ親元就農・経営継承の相談は年間３件程度あっており、将来の重要な担い手で
あり、新規参入者に比べて就農リスクは少ないものの、支援策が限られている。

・近年の物価高騰に伴う農業機械や資材の高騰により、経営の維持のための農業機械や施設の修繕・更新に
係る負担が増大しているが、従来の支援策では農業機械や施設の更新は対象になっておらず、経営継承に
おいての支障となっている。

２ 現状と課題

⑴ 従来枠 18,000千円
ア 事業主体：農業に新規参入しようとする企業又は個人等

（ただし、地域計画の目標地図に位置づけられている又は位置づけられる見込みの者）
イ 対象事業：

・生産基盤整備事業（ハウス、附帯施設等）
・小規模土地基盤整備事業（圃場進入路、農地造成・改良、給排水施設、整地、客土等）

ウ 面積要件：実施面積が300㎡以上であること
エ 補助率 ：２分の１以内（補助金額：上限 4,000千円 下限 200千円）
オ 予定件数：６件［琴海地区２件 茂木地区１件 東長崎地区３件］
カ 補助金額：18,000千円＝36,000千円（総事業費）×1/2（補助率）

⑵ 【拡大】後継者枠 1,000千円
ア 事業主体：経営規模を維持して経営継承する農業後継者

（ただし、地域計画の目標地図に位置づけられている
又は位置づけられる見込みの者）

イ 対象事業：⑴の従来枠と同じ ※機械等の更新を対象とする
ウ 面積要件：⑴の従来枠と同じ
エ 補助率 ：２分の１以内（補助金額：上限 1,000千円）
オ 予定件数：１件［琴海地区１件］
カ 補助金額：1,000千円＝2,000千円（総事業費）×1/2（補助率）

３ 事業内容
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令和７年度農業新規参入促進事業予定者一覧

５ 参 考

№
実施
地区

部門 事業内容
総事業費
（千円）

補助金額
（千円）

事業者
（千円）

備考

1 東長崎 施設野菜（いちご） 農機具、肥料、農薬
等

4,000 2,000 2,000 新規

2 茂木 施設野菜（いちご） 農機具、肥料、農薬
等

4,000 2,000 2,000 新規

3 東長崎 施設野菜（いちご） 農機具、肥料、農薬
等

4,000 2,000 2,000 新規

4 東長崎 施設野菜（いちご） 動力噴霧器、作業用
機械類、冷蔵庫

8,000 4,000 4,000 新規

5 琴海 施設野菜（いちご） 出荷調整施設（作業
小屋）

8,000 4,000 4,000 新規

6 琴海 酪農 作業用機械、換気扇、
牛床マット等

8,000 4,000 4,000 新規

7 琴海 施設野菜（花き） 農機具等 2,000 1,000 1,000 後継者

計 38,000 19,000 19,000

冷蔵庫

動力噴霧器

４ 財源内訳

※１ 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

事 業 費
①

予算計上額
②

財 源 内 訳 事業者（主）
負担額
①－②

国庫支出金
※１

地方債 その他 一般財源

千円
３８，０００

千円
１９，０００

千円
９，０００

千円
-

千円
-

千円
１０，０００

千円
１９，０００
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農道（簡易農道含む）の改良及び側溝、舗装、ガードレール、カーブミラー、標識、区画線

等の整備補修等を行う。また、橋梁の補修・点検等を行い、耐久性の向上を図る。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

216～217
６

農林水産業費
１

農業費
４

土地改良費
4-1 【単独】農業用施設整備事業費 農道

千円
７９，５００

２ 事業内容

路 線 名 施工箇所 事 業 内 容 事業費（千円）

農道三京白石原線 畝刈町 法面保護工（モルタル吹付） L=55ｍ ５１，８００

農道さくらの里線 三京町 舗装工 L=240ｍ １０，０００

農道木場線 木場町 フェンス設置 L=200ｍ １１，０００

工 事 請 負 費 小 計 ７２，８００

農道琴原3号線ほか13線 長浦町ほか 橋梁点検 N＝17橋 ６，７００

委 託 料 小 計 ６，７００

合 計 ７９，５００

予定箇所一覧
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

７９，５００ － － ６５，５００ － １４，０００

※地方債：地方道路等整備事業債 対象事業費（72,800千円）の充当率90％（交付税措置率 － ％）
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農道三京白石原線

農道木場線

４-１ 全体位置図
（工事箇所）

農道さくらの里線

長崎市役所
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４-２ 全体位置図
（橋梁点検箇所）

⑩

⑬長崎市役所
⑭

⑥

⑦

①

③

④

⑧

⑮

⑯

⑰

⑫

⑨

⑪

⑤

②

番号 路線名 橋梁名
橋長

（ｍ）

① 農道琴原3号線 山ノ神橋 10.0
② 農道戸根線 無名橋 15.1
③ 農道大石線 後平橋 6.9
④ 農道大石線 城尾橋 19.5
⑤ 農道通山線 無名橋 10.7
⑥ 農道三重西部線 日出尾橋 40.0
⑦ 農道三重西部線 平出石橋 48.0
⑧ 農道岩崎線 岩崎橋 9.5
⑨ 農道現川線 柳谷橋 18.0
⑩ 農道亀鶴線 榎木橋 19.1
⑪ 農道猪師子線 無名橋 2.5
⑫ 農道山の神線 無名橋 5.6
⑬ 農道猪師線 猪師橋 6.9
⑭ 農道早坂線 無名橋 4.4
⑮ 農道飯香浦上線 無名橋 6.2
⑯ 農道飯香浦上線 無名橋 6.2
⑰ 農道向河平線 無名橋 8.4
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５-１ 位置図 【単独】農業用施設整備事業費 農道
農道三京白石原線

令和７年度
法面保護工（モルタル吹付）
Ｌ＝55ｍ

現況写真

標準断面図

さくらの里

三京クリーンランド

畝刈小学校

京泊公園

県営住宅
三重第２団地

県営住宅三重団地

国道202号

長崎バス
桜の里ターミナル

三重団地

農道三京白石原線

市道畝刈町１号線

長崎漁港臨港道路
（畝刈琴海線)

←至外海地区

↑至琴海地区

↑至県道長崎漁港村松線

施工予定箇所

令和６年度
法面保護工（モルタル吹付）
Ｌ＝30ｍ

凡例
：令和７年度実施予定
：令和６年度実施済
：国道
：臨港道路
：市道(一部のみ)
：農道

農道さくらの里線

↑至三重町
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５-２ 位置図 【単独】農業用施設整備事業費 農道
農道さくらの里線

令和７年度
舗装工 Ｌ＝240ｍ

現況写真

標準断面図

さくらの里

三京クリーンランド

畝刈小学校

京泊公園

県営住宅
三重第２団地

県営住宅三重団地

国道202号

長崎バス
桜の里ターミナル

三重団地

農道さくらの里線

市道畝刈町１号線

長崎漁港臨港道路
（畝刈琴海線)

←至外海地区

↑至琴海地区

↑至県道長崎漁港村松線

施工予定箇所

凡例
：令和７年度実施予定
：国道
：臨港道路
：市道(一部のみ)
：農道

農道三京白石原線

↑至三重町
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５-３ 位置図

西山高部ダム

西山台団地

県道昭和馬町線

休場公園

長崎バイパス
西山トンネル入口

↓至 馬町交差点

←至 本原交差点

木場公園

標準断面図

農道木場線

市道西山木場町線

【単独】農業用施設整備事業費 農道
農道木場線

令和６年度
フェンス設置 Ｌ＝200ｍ

凡例
：令和７年度実施予定
：令和６年度実施済
：県道
：市道(一部のみ)
：農道

令和７年度
フェンス設置 Ｌ＝200ｍ

現況写真
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長崎市が直接管理している市営林について、森林資源の有効活用と公益的機能の充実を図るため、
人工林の下刈や間伐、路網整備や防火広場の手入れ等の維持管理業務を実施する。

１ 事業概要

(1)間伐等 事業費：16,120千円（補助金額 3,102千円）

２ 事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

220～221
６

農林水産業費
２

林業費
３

山林管理費 1-1 市有林維持管理費
千円

２３，６７３

作 業 種 数量 ／ 単位 事業箇所

利用間伐 補助 6.36 ha 宮摺町

下刈（片付け含む） 単独 8.56 ha 潮見町、茂木町他

防火線手入れ 単独 1.56 ha 網場町、小江町他

防火広場手入れ 単独 0.51 ha 上戸町４丁目、上浦町他

山林監視員報酬 単独 －式 －

その他維持管理費 補助・単独 －式 －
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※ 林業・木材産業成長産業化促進対策事業費補助金 （6,855千円）

長崎県森林病害虫等防除事業費補助金 （102千円）

(2)路網整備 事業費：6,606千円（補助金額 3,855千円）

(3)事務費 947千円

３ 財源内訳

２ 事業内容

作 業 種 数量 ／ 単位 事業箇所

森林作業道
（W=2.5ｍ 林業機械走行用)

補助 1,940 ｍ 宮摺町

林道刈払 単独 1,430 ｍ 小江町、城山台２丁目

巡視歩道手入れ 単独 89 人 市有林巡視区域全域

作業道修繕 単独 －式 市内一円

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※ 地方債 その他 一般財源

千円
２３，６７３

千円
－

千円
６，９５７

千円
－

千円
－

千円
１６，７１６

市営林（植栽樹種）の内訳

植栽樹種
人 工 林

天然林 合計
ヒノキ ス ギ マ ツ クヌギ その他 計

面積(ha) 544.60 75.05 3.19 9.80 34.97 667.61 640.39 1,308

率（％） 81.6 11.2 0.5 1.5 5.2 100.0 - -

４ 参考
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５ 位置図

【利用間伐 A=6.36ha】

【森林作業道 L=1,940ｍ】

【林道刈払 L=1430m】

（小江町、城山台2丁目）

【下刈 A＝8.56ha】

（茂木町、潮見町他）

（宮摺町）

【防火線手入れ A＝1.56ha】

（網場町、小江町他）

【防火広場手入れ A＝0.51ha】

（上戸町４丁目、上浦町他） 【防火広場】
森林火災時などに避難で
きるように整備した広場

【防火線】
森林火災の際、延焼を防
ぐために植林しない箇所
を帯状に整備したもの

【利用間伐】
木材を出荷することを前提
とした間伐のこと
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予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

220～221
６

農林水産業費
２

林業費
３

山林管理費
2-1 森林整備促進費

千円
２５，７６７

現在管理がされていない、市内の私有林人工林の整備を促進するため、森林環境譲与税を活用し、森林経

営管理制度による森林の整備、森林所有者支援、事業者支援を実施する。

１ 目 的

【現状・背景】

・長崎市の森林のうち人工林は約４割を占めており、そのうち約８割が民間所有である。

・木材価格の低迷や森林所有者の高齢化、不在村化等により、約４割が適切な管理が行われていない。

・令和２年度から、森林経営管理制度により、適切な管理が行われていない私有林のうち、一定のまとま

りがあり、境界が明確である場合は、経営管理権を市が受託し整備に取り組んでいる。

・林業が盛んではないため、既存の林業事業体が少なく、森林整備を行うことのできる事業体が不足して

いる。

【課題】

・所有者の森林管理に係る負担を軽減することで、管理意欲を高める必要がある。

・既存の林業経営体以外にも森林の管理ができる人材（新たな事業者、施業ができる所有者など）を増や

す必要がある。

・令和元年度から森林環境譲与税の交付が始まり、これまで森林経営管理制度による森林整備に取り組ん

でいるが、令和６年度末には基金残高が約３億円になる見込みで税の有効活用が必要である。

２ 現状と課題
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（１）森林経営管理制度

ア 意向調査 7,430千円

森林所有者を対象として、現在の森林の管理状況や今後の経営・管理の見通しについての意向調査。

三和地区 面積：294ha

イ 現況調査及び集積計画(案)作成 6,104千円

令和６年度に実施した意向調査で、今後の森林の経営管理を第三者にゆだねたいと回答を得た森林の

現況調査及び現況調査で抽出された森林において集積計画（案）を作成し、森林所有者の同意の取得。

琴海地区 面積：10ha

現況調査：資料整理・樹種の確認・施業区域の確認等

集積計画：施業方法等、経営管理の内容や市が受託する期間等を記載した集積計画（案）の作成及

び森林所有者への説明・同意取得等

ウ 森林の整備 3,689千円

令和６年度に集積計画を作成した森林について、切捨て間伐を行う。

外海地区(黒崎) 面積：3.7ha

エ 事務費 144千円

３ 事業内容
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（２）長崎市健やかな森林保全事業 【新規】

ア 森林所有者支援 7,000千円
（ア）補助対象者 市が実施する森林経営管理制度の対象森林であって、第３者へ管理を委ねた

いと意向を示したが、市が預かることができない森林の所有者
（イ）補助内容 管理されていない人工林を針広混交林化するために、森林所有者自らが下刈、

伐採、玉切、枝払いその他整備を第３者へ委託した費用に対する補助

イ 事業者支援 1,200千円
（ア）補助対象者 管理されていない人工林を針広混交林化するための整備を実施した事業者
（イ）補助内容 人工林の整備を促進するための事業者への整備面積に対する補助

ウ 人材育成支援 200千円
（ア）補助対象者 市内に本店又は営業所を有し、市内森林の整備を行おうとする事業者及び市

内の森林所有者
（イ）補助内容 森林整備のために必要な資格取得や装備(下肢保護具・チェンソー等)等に係る

費用に対する補助

※針広混交林とは・・針葉樹(スギ・ヒノキなど）と広葉樹(クヌギなど葉に丸みがあり、横に広がりを
持つ樹木）が混じり合い、土砂災害防止機能などの公益的機能を発揮する森林

３ 事業内容
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※ 森林環境譲与税基金繰入金 充当率100％

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円

２５，７６７

千円

－
千円

－
千円

－
千円

２５，７６７
千円

－
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５ 参考
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森林環境税及び譲与税の仕組み

５ 参考
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森林経営管理法（平成３１年４月１日施行）
【概要】
１．森林所有者に適切な森林の経営管理を促すため責務を明確化
２．森林所有者自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理を受託
３．市町村は、林業経営に適した森林については、意欲と能力のある林業経営者に再委託
４．再委託できない森林等については、市町村が管理を実施

適切に経営管理を
実施していない森林

①市町村が森林所有者に、所有森林を
今後どのように経営管理したいか、
意向を確認する。

②市町村に委託したいと回答を得た場
合は、必要に応じて、市町村と協議
の上、経営管理委託手続きを行う。

「森林経営管理法概要」

引用：林野庁HP

市町村に森林の経営管理を委託した場合、

③林業に適した森林は、意欲と能力ある
林業経営者に経営管理を再委託。

④林業に適さない森林は、市町村が
管理する。

５ 参考
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「これまでの森林経営管理制度の取り組み」

○令和２年度

・長崎市森林整備促進検討業務委託

⇒長崎市における森林経営管理制度の進め方の検討

○令和３年度

・森林現況調査業務委託：①外海地区(神浦)

○令和４年度

・森林所有者意向調査集計業務委託：①外海地区(神浦)

○令和５年度

・森林現況調査及び経営管理権集積計画策定業務委託

：①外海地区(神浦)

・森林所有者意向調査集計業務委託：①外海地区(黒崎)

○令和６年度

・森林現況調査及び経営管理権集積計画策定業務委託

：①外海地区(黒崎)

・森林所有者意向調査集計業務委託：②琴海地区

・間伐等業務委託：①外海地区(神浦)

○令和７年度（予定）

・森林現況調査及び経営管理権集積計画策定業務委託

：②琴海地区

・森林所有者意向調査集計業務委託：③三和地区

・間伐等業務委託：①外海地区(黒崎)

５ 参考
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平成31年４月に森林経営管理法が施行され、森林の適切な経営管理について森林所有者の責務を明確化
するとともに、経営管理が適切に行われていない森林について、その経営管理を意欲と能力のある林業経
営者や市町村に委ねる「森林経営管理制度」が措置された。

そのため、令和３年度より森林経営管理制度による森林所有者への意向調査を実施、令和６年度より経
営管理権を取得した森林の切捨て間伐を実施している。

本事業は、意向調査を実施した、若しくは実施予定の地区の林道を整備（舗装等）し、車両の走行性を
向上させることによって、森林所有者の管理意欲向上等を図り、森林整備を促進させることを目的とする。

１ 目的

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

220～221
６

農林水産業費
２

林業費
３

山林管理費
3-1

【単独】山林整備事業費
森林整備促進事業費

千円
１５,０００

【現状】

・森林経営管理制度の実施に伴い、令和２年度に適切な管理が必要な森林の抽出や整備の優先度などの検討を
行い、順次整備を進めているが、林業用機械の搬出入等に必要な林道の状態が悪く、整備に支障を来たしている。

・林道は、他の市道に比べ、市民生活への影響が低いため、限られた財源の中で、整備の優先順位が低くなって
いる。

【課題】

・砕石舗装をコンクリートもしくはアスファルト舗装に整備し、天候による被害を最小限に留め、車両の走行性を向
上させる必要がある。

２ 現状と課題
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３-１ 事業内容

（１）事業箇所 外海地区

（２）事業内容

ア 道路舗装等工事 15,000千円

【外海地区対象路線】 （うちＬ＝500ｍ）

① 林業専用道神浦江川町線

②森林基幹道西彼杵半島線

③林道浦山線

④林道浦山２号線

⑤ 林道大牧線

⑥林道土佐賀山線

⑦林道松本線

【外海地区林道位置図】

林道

外海地域C

林道の砕石舗装部の現状
（林道土佐賀山線）

道の駅
夕陽ヶ丘そとめ

三重地域C

神浦ダム

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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【単独】山林整備事業費 森林整備促進事業費
３-２ 位置図

林道土佐賀山線

上黒崎公民館

市道永田町１号線

市道松崎町10号線

市道三重町松崎町線

凡例
：令和７年度予定事業
：林道
：河川
：市道

↓至永田町

至三重町→
令和７年度
舗装工
L=500m

現況写真
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※ 森林環境譲与税基金繰入金 充当率100％

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円

１５，０００

千円
－

千円
－

千円
－

千円

１５，０００
千円
－
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林道橋梁の定期的な点検により、損傷を受けている橋梁を抽出し、個々の橋梁に適した補修方法の選定や

補修を行い、ライフサイクルコストの縮減を図る。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

222～223
６

農林水産業費
２

林業費
５

林道建設費
１-１ 【補助】林業用施設整備事業費 林道

千円
１６，６００

２ 事業内容

路 線 名 業務箇所 事 業 内 容 事業費（千円）

林道西彼杵半島線ほか２線 西海町ほか 橋梁点検 N＝６橋 １６，６００

３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※ 地方債 その他 一般財源

千円
１６，６００

千円
－

千円
９，９６０

千円
－

千円
－

千円
６，６４０

※県支出金：農山漁村地域整備交付金（林道点検診断・保全整備） 補助率60%(うち50％分は国からの間接補助）
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４ 全体位置図
（橋梁点検箇所）

長崎市役所

林道大崎線（大崎町）

大林橋 橋長L=6.5ｍ

林道船石岳線（船石町）

立山橋 橋長L=8.4ｍ林道西彼杵半島線（西海町）

樫の久保橋 橋長L=80.0ｍ

林道西彼杵半島線（新牧野町）

新牧野橋 橋長L=151.0ｍ

林道西彼杵半島線（神浦下大中尾町）

高野橋 橋長L=73.5ｍ

林道西彼杵半島線（神浦下大中尾町）

妙正橋 橋長L=127.0ｍ
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長崎市が管理している林道において、緊急性や危険度が高い法面の改良や老朽化による損傷の著しい路
面の改修等を行い、安全性の向上や円滑な通行を図るもの。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

222～223
６

農林水産業費
２

林業費
５

林道建設費
3-1 【単独】林業用施設整備事業費 林道

千円
２１，２００

予定箇所一覧

２ 事業内容

路 線 名 施工箇所 事 業 内 容 事業費（千円）

林道加勢首線 現川町 舗装工 L=466ｍ １１，６００

林道大崎線 大崎町 舗装工 L=100ｍ ２，２００

工 事 請 負 費 小 計 １３，８００

林道
西彼杵半島線

神浦下大
中尾町

地すべり観測N=５箇所 ７，４００

委 託 費 小 計 ７，４００

合 計 ２１，２００
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※地方債：地方道路等整備事業債 対象事業費（13,800千円）の充当率90％（交付税措置率 － ％）

３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円
２１，２００

千円
－

千円
－

千円
１２，４００

千円
－

千円
８，８００
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林道加勢首線

林道大崎線

４ 全体位置図

林道
西彼杵半島線
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５-１ 位置図 【単独】林業用施設整備事業費 林道
林道加勢首線

令和６年度
舗装工Ｌ＝580ｍ

現況写真

凡例
：市道(一部のみ)
：林道(一部のみ)

現川森の丘公園

西九州新幹線

現川公民館

市道現川町線

現川駅
至国道34号→

JR長崎本線

市道矢上町現川町線

林道加勢首線

↓至西山台

長崎純心大学

現川山の神公園

帆場岳

林道現川線

令和７年度
舗装工Ｌ＝466ｍ

令和８年度
舗装工Ｌ＝590ｍ
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５-２ 位置図

林道大崎線

【単独】林業用施設整備事業費 林道
林道大崎線凡例

：国道
：林道(一部のみ)

主要地方道野母崎宿線

至宮摺町→

至千々町↓

大崎町公民館 橘湾

賀茂神社

令和４年度
舗装工Ｌ＝120ｍ

令和５年度
舗装工Ｌ＝247ｍ

令和６年度
舗装工Ｌ＝217.5ｍ

現況写真

↑鹿尾町

令和７年度
舗装工Ｌ＝100ｍ
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５-３ 位置図

外海地域センター

凡例
：国道
：県道
：林道(一部のみ)

角力灘

地すべり観測N＝５箇所
林道西彼杵半島線

神浦ダム

神浦小学校
そとめ神浦川
河川公園

神浦川

↓至三重地区

国道202号

↑至西海市

神浦港

主要地方道神ノ浦長浦線

【単独】林業用施設整備事業費 林道
林道西彼杵半島線

至松崎町→

至県民の森→

現況写真

調査区域
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地域防災計画に記載している林道・作業道の危険箇所において、崩落等の災害を防止するため整備を行う
もの。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

222～223
６

農林水産業費
２

林業費
５

林道建設費
4-1 【単独】自然災害防止事業費 林道

千円
４０，０００

２ 事業内容

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円
４０，０００

千円
－

千円
－

千円
４０，０００

千円
－

千円
－

※地方債：自然災害防止事業債 充当率100％（交付税措置率28.5～57％）

路 線 名 施工箇所 事 業 内 容 事業費（千円）

林道新戸町線 新戸町３丁目 法面工（吹付工・鉄筋挿入工） Ｌ＝45ｍ ４０，０００
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４ 全体位置図

林道新戸町線
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５ 位置図 【単独】自然災害防止事業費 林道
林道新戸町線

令和６年度
法面工（吹付工・鉄筋挿入工）
Ｌ＝35ｍ

標準断面図

鹿尾川

県道小ヶ倉田上線

ウェリスパーク南長崎

現況写真

主要地方道長崎南環状線 戸町中学校

↓至ダイヤランド

↑至上戸町 ↑早坂IC

←至女神大橋

林道新戸町線

凡例
：令和７年度予定事業
：令和６年度実施事業
：県道
：林道

施工予定箇所

令和７年度
法面工（吹付工・鉄筋挿入工）
Ｌ＝45ｍ
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飛島磯釣り公園は、高島の振興における中心的なスポットであるが、平成９年７月の開園後、27年が経過している
ことに加え、海洋上に位置するという特性から施設の老朽化が進んでいる。このことから、当該老朽部等を補修し、
来園者の安全性及び利便性の向上を図るための調査・設計を行う。

１ 概 要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

226～227
６

農林水産業費
３

水産業費
１

水産業総務費 7-1
【単独】水産業施設整備事業費
飛島磯釣り公園

千円
２２，１００

（１）所在地 長崎市高島町1726番地ほか

（２）設置年月日 平成９年７月20日

（３）主な施設内容 休憩所棟 768㎡、東側釣り台 L=120m、北側釣り台 L=60m、南側釣り台 L=192m、

事務所棟、店舗棟

（４）管理運営 西彼南部漁業協同組合による指定管理

⇒次期指定管理期間：令和７年４月１日から令和12年３月31日まで

２ 施設情報
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Web口座振替受付サービスで解決

３ 施設配置図（航空写真）

事務所 休憩所棟

南側釣り台 北側釣り台

東側釣り台
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【見直し理由】
令和５年度以降、新たな地域活性化の動き（ブルーエコノミーによる研究者等の来島者の増加、初めての修学旅

行誘致（120名/回）、地域主体による「シュノーケリング」や「海の環境学習」「キャンプ場BBQ」と「釣り」をパッケージ
化したツーリズム商品の開発等）が始動している。
このことから、釣り公園は地域活性化の有力なコンテンツの一つであることを踏まえ、維持管理に係る経費節減を

図りつつ、施設としては存続させ、これからの高島全体を巻き込んだ地域活性化に役立てていくため。

【スケジュール（予定）】

４ 長崎市公共施設の適正配置基準の方針の見直し

当初方針 新方針

長崎市内唯一の釣り公園で、地域振興及び地域活
性化を目的に開設されましたが、近年は、自然海岸
や堤防での釣りの意向が高く、高島地区においても
同様であることから、釣り公園の用途としての施設
の必要性は低くなっていると考えられます。
今後の利用状況を踏まえ、レクリエーション施設
としての釣り公園は用途廃止を含め令和６年度まで
に検討します。

長崎市内唯一の釣り公園で、地域振興及び地域活
性化の役割を果たしており、また、大学や地域主体
による地域活性化の動きが始動し、今後、新たな
ニーズの創出や開拓が期待されることから存続させ
ることとしますが、施設の集約の観点及び維持管理
にかかる経費節減の観点から、北側釣り台について
は、用途廃止とします。なお、釣り公園全体のあり
方については、今後の利用者の推移、施設の耐用年
数等をみながら検討します。

R6 R7 R8 R9 R12

方針決定
橋梁調査・設計 橋梁調査・設計

東側橋梁補修
東側釣り台再開

北側釣り台閉鎖

自主点検

（東側釣り台休止）

-84-



令和７年度：調査設計業務委託（東側釣り台、北側釣り台、南側釣り台） 22,100千円

⇒損傷個所の調査や現状の健全度判定のうえ、補修設計を実施。

【内容詳細】

・調査業務一式：橋梁点検、漁港施設点検 等

・設計業務一式：橋梁塗装設計、支承防錆設計、高欄及び防護柵取替設計、概算工事費算定、

施工計画策定、報告書作成 等

令和８年度：橋梁補修工事（予定）

⇒橋梁部分の防錆、塗装、防護柵の取替等の施工を想定。

調査設計業務委託（令和７年度）の結果を踏まえて実施。

５ 事業内容

-85-



Web口座振替受付サービスで解決

６ 業務箇所写真

東側釣り台

北側釣り台

南側釣り台
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※辺地対策事業債 充当率100％（交付税措置率80％）

７ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円

22,100

千円

－

千円

－

千円

22,100

千円

－

千円

－

参考：利用者数推移

7,097 

5,184 5,221 
5,591 

6,084 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

飛島磯釣り公園 入園者数（人）
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予算説明書
事 業 名 予 算 額

ページ 款 項 目 番号

226～227
６

農林水産業費
３

水産業費
２

水産業振興費
1 – 4

水産多面的機能発揮対策
支援費

千円
６，４３３

国の漁場生産力・水産多面的機能強化対策事業を活用し、漁業者等が行う水産業や漁村の多面的機能（環境・生態系保全、海の安
全確保等）の発揮に資する地域の活動に対し支援を行うもの。

（１）事業主体：長崎県水産多面的機能発揮対策地域協議会（市内各地区の活動組織：１１組織）

（三重、橘湾、外海、西彼南部、琴海、福田、茂木、深堀、高島、網場地区活動組織、大村湾地域漁業環境保全会）

※野母崎三和地区の令和７年度事業は令和６年度補正予算を繰り越して実施

（２）事業内容：各活動組織による藻場回復や漂着物・堆積物の処理、水域の監視等の各種取組み

（食害生物の除去（ウニ類、魚類）、ウニフェンス等の設置、漂流・漂着物等の処理、不審船等の監視、

教育・学習活動など）

（３）事業費 ：４５，５５６千円（事務費を除く）

（４）負担内訳：国：３３，２８０千円(７０％)、県：６，１３８千円(１５％) 、市：６，１３８千円(１５％)

※一部の事業については国が100％

（５）事務費 ：２９５千円（うち県費１８８千円）

１ 事業概要

２ 事業内容
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（１）食害生物の除去（ウニ類、魚類）

磯焼けの原因の一つであるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類、アイゴやイスズミなどの植食性魚類といった食害生物を除去する

ことで、藻場の減少を抑える。

素潜りによる除去作業 ウニ除去後（潰し作業後） 刺網による植食性魚類の除去

（２）教育・学習活動

地元の小中学生などに対し、活動組織の構成員による講義や現地での藻場保全対策（種苗投入、食害生物の除去など）の体験活動を

通して、より身近な問題として興味関心を持ってもらうとともに、磯焼けの現状の理解を図る。

地元の小中学校での講義 母藻設置のための事前準備作業 海藻の種苗取付け作業

３ 主な取組
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４ 活動予定

活動組織名【漁協名】 活動内容 活動組織名【漁協名】 活動内容

①三重地区活動組織
【長崎市新三重漁協】
（Ｈ21～）

〇海藻の種苗投入
〇食害生物の除去（ウニ類、
魚類）
〇ウニの密度管理
〇教育・学習活動
〇水域の監視

⑦茂木地区活動組織
【長崎市茂木漁協】
（Ｈ27～）

〇食害生物の除去（ウニ類）
〇漂流・堆積物等処理
〇水域の監視

②橘湾地区活動組織
【長崎市たちばな漁協】
（Ｈ21～）

〇食害生物の除去（ウニ類）
○漂流・堆積物等処理

⑧深堀地区活動組織
【長崎市みなと漁協】
（Ｈ28～）

〇母藻の設置
〇海藻の種苗投入
〇食害生物の除去（ウニ類、
魚類）
〇水域の監視
〇海難救助訓練

③外海地区活動組織
【長崎市みなと漁協】
（Ｈ25～）

〇母藻の設置
〇海藻の種苗投入
〇食害生物の除去（ウニ類、
魚類）
〇保護区域の設定
〇教育・学習活動
〇水域の監視

⑨大村湾地域漁業環境保全会
【大村湾、針尾、瀬川、西彼
町、佐世保市南部、大村市、
大村湾東部漁協】
（Ｈ29～）

〇海底耕うん
〇教育・学習活動

④西彼南部地区活動組織
【西彼南部漁協】
（Ｈ26～）

〇食害生物の除去（ウニ類）
〇教育・学習活動
〇水域の監視

⑩高島地区活動組織
【西彼南部漁協】
（Ｈ30～）

〇食害生物の除去（ウニ類）
○水域の監視

⑤琴海地区活動組織
【大村湾漁協】
（Ｈ26～）

〇母藻の設置
〇海藻の種苗投入
〇食害生物の除去（ウニ類）
〇保護区域の設定
〇水域の監視

⑪網場地区活動組織
【長崎市たちばな漁協】
（Ｒ5～）

〇食害生物の除去（ウニ類）

⑥福田地区活動組織
【西彼南部漁協】
（Ｈ27～）

〇母藻の設置
〇食害生物の除去（ウニ類）
〇教育・学習活動
〇水域の監視
〇海難救助訓練

(参考：補正予算計上分)
⑫野母崎三和地区活動組織
【野母崎三和漁協】
（Ｈ21～）

〇食害生物の除去（ウニ類）
〇教育・学習活動
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※長崎県水産多面的機能発揮対策交付金

５ 財源内訳

県支出金
（事務費）※

一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

４５,８５１ ６,４３３ １８８ ６,２４５ ３３,２８０ ６,１３８

総事業費
①+②+③

財源内訳
予算計上額

①
国庫支出金

②
県支出金

③
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長崎市における新規漁業就業者の確保及び育成を図るため、各種支援を行うもの。

１ 目 的

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

226～227
６

農林水産業費
３

水産業費
２

水産業振興費
1 - 5 新規漁業就業促進費

千円
１０，１３６

（1）現状

①長崎市内の漁協の組合員数は減少するとともに、組合員数に占める60歳以上の割合が増加し、担い手の確保が急務となっている。

②物価高騰や燃油高騰等により漁業経営は厳しい環境にあり、漁業就業を希望する者が少ないものの、過去に新規就業者として研修

後着業した方は地域の中核的な漁業者として活躍している者もいる。

（2）課題

２ 現状と課題

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進

漁業を生業として選択するきっかけとなる、子供たち
の職業観を育む機会が必要である。

漁業就業を希望する方を長崎市に誘致し、研修から
確実な着業までの多様な支援制度が必要である。

子供たちの漁業に対する理解や関心が高まり、職
業観が育まれている。

漁業就業を希望する方が、漁業研修により技術を
習得し、将来的に独立又は漁業継承、雇用型など
多様な働き方で新たに漁業を営み、安定した漁業
経営ができる。

めざす姿

項目 Ｈ２６ Ｒ５ 増減（R5-H26） R5/H26（％）

組合員数※（人）（正・准の計） 1,726 1,290 ▲436 74.7％

組合員数のうち60歳以上の数・割合（人・％） 1,203(69.7) 934(72.4) ▲269(2.7) 77.6％

県市の研修支援を受けた人数（H15～） 研修後着業した者

28人 20人

※市内に本所、支所を有する７漁協のうち市内の組合員数
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３ 事業内容

目指す漁師の姿をイメージする

漁業就業フェア等に参加し
希望する漁業を見つける

Step１ 情報収集

Step２ 参加体験

Step３ 就業相談

Step４ 研修

Step５ 着業

研修の受入先を探す

漁業技術を学ぶ

漁師になりたい!

地元漁協等とのマッチング

情報収集から着業まで、新規漁業就業における
ステージ別に各種支援を充実させる。

市の支援

１.担い手体験取組事業（新規）

２.受け皿づくり推進事業（新規）

３.漁業就業実践研修事業（拡大）

４.経営体育成総合支援事業
つなぎの支援（新規）

５.新規着業者フォローアップ事業
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（１）担い手体験取組事業【新規】

（２）受け皿づくり推進事業【新規】

３ 事業内容

ア 実施主体 長崎市

イ 内 容
未就学児から１８歳に達するまでの者の漁業体験研修等を実施するもの
＜令和７年度の取組＞
・市内子供たちのまき網漁業等の大型漁船への乗船体験

ウ 事 業費 ５００千円（内訳：消耗品費 ４８４千円、保険料１６千円）

エ 負担内訳
県：２５０千円（２分の１）
市：２５０千円（２分の１）

ア 実施主体 長崎市

イ 内 容
新規漁業就業者の受入体制整備
＜令和７年度の取組＞
・漁業就業支援フェア出展、漁業就業支援に係るパンフレット作成

ウ 事 業 費 ８００千円（内訳：旅費２９千円、委託費７７１千円）

エ 負担内訳
県：４００千円（２分の１）
市：４００千円（２分の１）
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（３）漁業就業実践研修事業【拡大】

３ 事業内容

ア 内 容

漁業就業希望者が研修期間中に必要とする生活費、資材費等の支援及び指導者への謝金
（ア）スマート人材育成 最長２年（UIターンの場合最大３年）

研修生への研修費 ： １３８千円/月、漁業経費 ： ５０千円/年
指導者への謝金 ： １５０千円/月

（イ）漁業継承 最長２年
研修生への研修費 ： １年目 １００千円/月、２年目 ８０千円/月
漁業経費 ： ５０千円/年

（ウ）マルチ人材育成（兼業漁師への支援） 最長１８０日間
研修生への研修費 ： １千円/時間（１か月当たりの上限額１２０千円）
指導者への謝金 ：１千円/時間（１か月当たりの上限額１５０千円）

イ 事業費

（単位：千円）

ウ 負担内訳
県：３，３７０千円（２分の１）
市：３，３７０千円（２分の１） うち過疎地域活性化基金繰入金 ８８９千円（※研修生B）

月額 研修月数
研修費

指導者謝金
漁業経費 事業費

研修生A（継続）（スマート人材育成） 138 9 1,242 50 1,292

研修生A（継続）の指導者 150 9 1,350 - 1,350

研修生B（新規）（スマート人材育成） 138 6 828 50 878

研修生B（新規）の指導者 150 6 900 - 900

研修生C（新規）（漁業継承） 100 6 600 50 650

研修生D（新規）マルチ人材育成 120 6 720 50 770

研修生D（新規）の指導者 150 6 900 - 900

6,540 200 6,740合計
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（４）経営体育成総合支援事業（国事業へのつなぎとなる支援）【新規】

３ 事業内容

ア 内 容

漁業研修希望者が経営体育成総合支援事業（国の研修事業）を活用する場合において、予算
の執行状況や相談時期により生じる研修開始までの待機期間につなぎとなる支援（お試し）を
実施
（ア）雇用型 最長５か月以内

指導者への謝金：９４千円/月、漁業経費：５０千円/年
（イ）独立型 最長１１か月以内

指導者への謝金：１８８千円/月、漁業経費：５０千円/年
※指導者へ謝金を支払い、指導者から研修者へ雇用賃金を支払う

イ 実施方法 漁業協同組合への業務委託

ウ 事業費

（単位：千円）

エ 負担内訳 市：１００％

月額 研修月数 指導者謝金 漁業経費 事業費

研修生Eの指導者（雇用型） 94 3 282 50 332

研修生Fの指導者（独立型） 188 3 564 50 614

846 100 946合計

-96-



（５）新規着業者フォローアップ事業

３ 事業内容

ア 内 容

研修終了後の新規着業者に対し、着業後の経営が不安定な時期の継続的な支援
（ア）経常経費支援（最大３年）

研修終了後の経常的にかかる経費支援 ： 月額50千円上限
（イ）初期投資支援

着業当初に必要な初期投資に対する支援 補助率：1/2以内、補助額：50万円上限

イ 事業費

（単位：千円）

ウ 負担内訳 市：１００％ うち過疎地域活性化基金繰入金 ５５０千円（※新規着業者ｂ）

月額 月数 事業費

新規着業者ａ（継続）　経常経費支援 50 9 450

新規着業者ｂ（継続）　経常経費支援 50 11 550

新規着業者ｃ（新規）　経常経費支援 50 3 150

1,150合計

※１ 漁業と漁村を支える人づくり事業費補助金（補助率 ５０％）
※２ 過疎地域活性化基金繰入金（１００％）

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※１ 地方債 その他※２ 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

１０，１３６ － ４，０２０ ― １，４３９ ４，６７７
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磯焼け等が原因となって減少している水産資源を再生することにより、漁業者の所得向上を図る。

１ 目 的

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

226～227
６

農林水産業費
３

水産業費
２

水産業振興費
1 - 6 水産資源再生事業費

千円
２，８１２

【現状・背景】

・日本各地で水産資源のゆりかごとなる藻場が消失（＝磯焼け）している。

・近年、冬場の水温が上昇し、かつて冬場は沖合に移動していた植食性魚類が沿岸海域に周年定着し、

その食圧が磯焼けに与える影響の大きさが指摘されている。

・他市では植食性魚類の除去に集中的に取り組み、200ha以上の藻場が再生した事例もある。

【課題】

・イスズミ・アイゴ等は、定置網への入網があるものの、その独特の風味や毒がある棘を持つこと等に

より、値が付きにくく、水揚げされることが少ないことから、流通の仕組みづくりが必要である。

・藻類を食べるという性質があり、学習能力も高いことから、捕獲するための工夫が必要である。

２ 現状と課題

イスズミ類 アイゴ
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植食性魚類除去スキーム

３ 事業内容

内 容 現在、定置網にかかっても漁獲されていない植食性魚類の除去促進及びその利用に
ついて検討する資料とするため、定置網漁業において通常操業中に混入する植食性魚
類の買取、保管、ミール加工業者への搬出等について漁協へ委託するもの。

めざす姿 ・植食性魚類の除去により藻場への食圧が低下し、藻場が再生する。
⇒藻場が回復することで、水産資源が再生し、安定的な漁業生産が実現する。

・植食性魚類が水産資源として利活用される。

委 託 先 市内漁業協同組合

事 業 費 植食性魚類対策業務委託費 2,812千円

JF
漁業者(定置網)

加工業者

JF
冷凍庫・冷蔵庫

買取・保管 運搬

ミール等に加工

黄色着色部分が漁協への委託内容
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４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

２，８１２ １，４０６ － ― － １，４０６

※ 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）
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市内水産業において、ICTやロボット技術等を活用した漁業のスマート化を推進し、漁業の生産性向上及び効率化を図る。

１ 目 的

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

226～227
６

農林水産業費
３

水産業費
２

水産業振興費
1 - 7 スマート水産業推進費

千円
５，０７８

【現状・背景】

・これまでの水産業は経験や勘に頼る部分が大きく、事業継承や後継者育成において時間と労力を要する。

・養殖業やまき網漁業等、一部ではスマート機器の導入が進められている。

・市内の養殖漁業者は２年連続で発生した赤潮により令和５年度に8.7億円、令和６年度に4.6億円の被害を受け、赤潮の時

期には通常の養殖の作業に加え、連日のモニタリング（海水採水等）、赤潮対策の作業に追われている。

【課題】

・小規模経営体が多い沿岸漁業ではスマート化に関する情報や理解が漁業者に浸透しておらず、スマート化のメリットに

ついて、費用対効果も含め理解促進を図る必要がある。

・養殖漁業では漁業者の負担となっている赤潮モニタリングにかかる定点サンプ

リングの軽減を図る必要がある。 （夏期：1回/週、赤潮発生時：連日）

・警報レベルの赤潮発生時、船での定点サンプリングは魚を暴れさせ、被害が

拡大するリスクがある。

２ 現状と課題

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進

定点サンプリング
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⑴ スマート水産業推進事業 78千円

３ 事業内容

内 容 九州大学を中心とした「スマート沿岸漁業ネットワーク（SFiN）」に参画し、関係機関と連携する
ことで、沿岸漁業のスマート化（海況予測など）に取り組むもの。
旅費 78千円

※本ネットワークで開発した海況予測アプリ導入に対する漁業者への支援は別途事業で実施。

め ざ す 姿 ・漁業者が海況予測をもとに出漁計画を立て、安定した操業ができることで、燃油消費量削減、労働
時間削減が実現する。
・新規漁業就業者が効率的な操業が可能となり、事業継承や後継者育成がスムーズに行われる。

参 画 機 関
（27機関）

九州大学応用力学研究所大気海洋環境研究センター、長崎大学水産学部、長崎県総合水産試験場、佐
賀県玄海水産振興センター、福岡県水産海洋技術センター、いであ株式会社、一般社団法人漁業情報
サービスセンター、北海道漁業協同組合連合会 等

スマート沿岸漁業ネットワーク(SFiN)の取組み

出典：いであ株式会社
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４ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

５，０７８ ２,５００ ― ― ― ２，５７８

※ 新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）

⑵ 赤潮観測ドローン開発に係る研究委託 5,000千円

内 容 赤潮観測のスマート化により、赤潮の早期発見と対策強化を図るため、ドローンの研究を進めてい
る長崎大学に対し、赤潮の自動サンプリングが可能なドローンの開発を委託するもの。
ア 委託費 5,000千円
イ 委託先 長崎大学（工学部）

め ざ す 姿 赤潮モニタリングにかかる定点サンプリングがドローンで実施
されることで
・サンプリング頻度・回数を増やす等により早期発見につながり、
早めの対策が可能になる。

・漁業者は防除剤散布などの対策に重点的に取組み、被害軽減が
図られる。

対策（防除剤散布）

３ 事業内容
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市内漁協における漁獲物の流通実態調査の実施により、流通の課題を抽出するとともに、地域のブランドとなりうる水産物

の掘り起こしを実施し、流通の改善策や新たな水産物のブランド化に向けた取組みを検討し、漁協合併を見据えた市内漁協の

経営力の強化を図るもの。

１ 目 的

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

226～227
６

農林水産業費
３

水産業費
２

水産業振興費
1 - 9 漁業協同組合漁業・流通実態調査費

千円
３，１０５

【現状・背景】

・漁業者の減少により漁獲物の取扱量が減少し、これまでの出荷体制を維持すると収支が悪化する可能性がある。

・各漁協によっては、職員の高齢化、人数減少により、漁業者への指導事業、水産物の販売事業の実施体制をとることが

難しくなっている。

【課題】

・近隣の漁協間の連携も含め、漁獲物の出荷体制を効率化する必要がある。

・意欲ある漁業者が収益性の高い漁業を実現するため、漁協の指導力・販売力が必要で、合併も含めた経営基盤の強化を図

る必要がある。

２ 現状と課題

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進

項目 Ｈ２６ Ｒ５ 増減（H26-R5） R5/H26（％）

組合員数※（人）（正・准の計） 1,726 1,290 ▲436 74.7％

漁協職員数（人） 84 61 ▲23 72.6％

※市内に本所、支所を有する７漁協のうち市内の組合員数
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⑴ 内容及びめざす姿

※市内に本所、支所を有する７漁協（長崎市新三重・長崎市みなと・長崎市茂木・長崎市たちばな・西彼南部・野母崎三和・大村湾）

⑵ 実施方法

水産物流通の専門家等への業務委託により実施する

委託費：３,１０５千円

⑶ 業務委託内容

３ 事業内容

項目 業務内容

ア 市内漁協等へのヒア

リングとデータ収集
各漁協の流通・販売の現状を把握するため、漁協や漁業者、流通業者等に対してヒアリング・
現場確認を行う。

イ 漁協の流通・販売事
業の改善検討

アで収集した情報や各種データ類、ヒアリング結果を基に、対象漁協における事業のコスト分

析等を行い、流通販売に係る体制強化や事業効率化に向けた改善法を検討する。

ウ 漁獲物の取扱状況の
調査

各漁協において漁獲される主要魚種のなかから新たなブランドとなりえる水産物の掘り起こし

を行い、今後の販売展開を検討するとともに、出荷先へのヒアリングにより市内水産物の消費

拡大に向けた取組みを検討する。

・漁協においてコストや人員の負担となっている漁
業や流通等の各部門における業務が最適な方法に見
直され、効率化されている。
・漁業者への漁協の指導事業及び販売事業の体制が
充実し、漁業者の所得が向上している。

市内漁協※における次の調査を実施する。

・漁業や流通など、各部門の実態
・ブランドとなり得る水産物の発掘 など

めざす姿実施内容
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４ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

３，１０５ － － － － ３，１０５
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漁港施設の老朽化に伴い、計画的に施設の長寿命化を図るとともに更新コストの平準化及び縮減を図り、
施設の機能保全を行うことで、漁港施設の適正な維持と利用者の利便性の向上を図る。
令和７年度は、為石漁港内に堆積した土砂の撤去を行うことで、漁港施設の機能の回復を図るもの。

１ 事業概要

（1）事業箇所：長崎市 為石町 地先

（2）事業内容：為石漁港 浚渫工 A= 3,000㎡

（3）事 業 費：30,100千円（事務費 100千円）

（4）事業進捗率（事業費ベース）：59.2％（令和６年度末見込み）

※為石漁港全体事業計画 期 間：令和３年度～令和11年度

総事業費：284,000千円

内 容：浚渫工 A= 33,200㎡

負担内訳：国50％、市50％

予算説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

228～229
６

農林水産業費
３

水産業費
４

漁港建設費
1-1

【補助】水産物供給基盤機能保全事業費
漁港施設機能保全

千円
３０，１００

２ 事業内容
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※1 長崎県水産基盤整備事業等補助金（県） 補助率 50％［国の間接補助］
※2 過疎対策事業債 充当率 100％（交付税措置率 70％）

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※1 地方債 ※2 その他 一般財源

千円
３０，１００

千円
－

千円

１５，０００

千円
１５，１００

千円
－

千円
－
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４ 平面図
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野野串漁港は、荒天時の越波により、漁船の係留補強や陸揚避難を強いられており、また、漁船、漁具及
び背後集落に被害が生じることから、既存の防波堤及び護岸を改良し漁港全体の安全性向上を図るもの。

１ 事業概要

（1）事業箇所：長崎市 以下宿町 地先

（2）事業内容：沖防波堤（改良） L= 20ｍ

（消波工（消波ブロック60ｔ） L= 20ｍ）

（3）事 業 費：122,300千円（事務費 2,300千円）

（4）事業進捗率（事業費ベース）：76.9％（令和６年度末見込み）

※全体事業計画 期 間：平成22年度～令和11年度

総事業費：1,243,000千円

内 容：沖防波堤（改良）L= 60ｍ（消波ブロック設置、防波堤嵩上げ）

北防波堤（改良）L= 52ｍ（消波ブロック設置、防波堤嵩上げ）

Ｊ護岸（改良） L= 34ｍ（消波ブロック設置、護岸嵩上げ）

負担内訳：県67.5％(国50%含む)、市32.5％

予算説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

228～229
６

農林水産業費
３

水産業費
４

漁港建設費
2-1

【補助】漁村再生交付金事業費
野野串漁港防波堤改良

千円
１２２，３００

２ 事業内容
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※1 長崎県水産基盤整備事業等補助金（県） 補助率 67.5％［漁村再生交付金（国）50％含む］
※2 過疎対策事業債 充当率 100％（交付税措置率 70％）

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※1 地方債 ※2 その他 一般財源

千円
１２２，３００

千円
－

千円
８１，０００

千円
４１，３００

千円
－

千円
－
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４ 平面図
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たちばな漁港（戸石島の前地区）は、荒天時の越波により背後集落に被害が生じることから、既存の護岸
を改良することにより背後集落の生命財産を保全し、海岸保全区域全体の安全性向上を図るもの。

１ 事業概要

（1）事業箇所：長崎市 牧島町 地先

（2）事業内容：護岸（改良） L= 20ｍ

（基礎工 L= 20ｍ、上部工 L= 20ｍ、消波工 L=20ｍ）

（3）事 業 費：60,100千円（事務費 100千円）

（4）事業進捗率（事業費ベース）：84.6％（令和６年度末見込み）

※全体事業計画 期 間：平成23年度～令和10年度

総事業費：565,000千円

内 容：護岸（改良） L= 260ｍ

負担内訳：国50％、県17.5％、市32.5％

予算説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

228～229
６

農林水産業費
３

水産業費
４

漁港建設費
3-1

【補助】農山漁村地域整備交付金事業費
たちばな漁港護岸改良
（戸石島の前地区）

千円
６０，１００

２ 事業内容
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※1 農山漁村地域整備交付金 補助率 50％
※2 長崎県水産基盤整備事業等補助金 補助率 17.5％
※3 公共事業等債 充当率 90％（交付税措置率 22.2％）

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 ※2 地方債 ※3 その他 一般財源

千円
６０，１００

千円
３０，０００

千円
１０，５００

千円
１７，６００

千円
－

千円
２，０００
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４ 平面図
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為石漁港海岸は、荒天時の越波により道路の冠水等の被害が生じることから、離岸堤を新設することに
より背後集落の生命財産を保全し、海岸保全区域全体の安全性向上を図るもの。

１ 事業概要

（1）事業箇所：長崎市 為石町 地先

（2）事業内容：離岸堤 L= 4ｍ

（消波工（消波ブロック50ｔ） L= 4ｍ）

（3）事 業 費：50,300千円（事務費 300千円）

（4）事業進捗率（事業費ベース）：36.0％（令和６年度末見込み）

※ 全体事業計画 期 間：平成24年度～令和11年度

総事業費：1,630,000千円

内 容：離岸堤 L= 150ｍ

負担内訳：国50％、県17.5％、市32.5％

予算説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

228～229
６

農林水産業費
３

水産業費
４

漁港建設費
3-2

【補助】農山漁村地域整備交付金事業費
為石漁港海岸保全施設整備

千円
５０，３００

２ 事業内容
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※1 農山漁村地域整備交付金 補助率 50％
※2 長崎県水産基盤整備事業等補助金 補助率 17.5％
※3 過疎対策事業債 充当率 100％（交付税措置率 70％）

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 ※2 地方債 ※3 その他 一般財源

千円
５０，３００

千円
２５，０００

千円
８，７５０

千円
１６，５００

千円
－

千円
５０
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離岸堤　L=150.0m
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令和５年度迄施工済箇所

令和６年度施工箇所

令和７年度施工予定箇所

令和８年度以降

+8
.9

臨
海

実
習

場

野
母

崎
三

和
漁

協
三

和
支

所

+1

±
0

-1

-2

-3-4
-5

-4

長
崎

鶴
洋

高
校

公
民
館

至 茂木

至 長崎市街

Ｗ

崎
宿
線

野
母

主
要
地

方
道

浜
川
橋

浜
川
新
橋

大
川
橋

P

P

P

P

市
営
住
宅

公
園

公
園

為
石
保
育
園

宝
性
寺

為
石
小
学
校

為
石
神
社

西
教
寺

浜
川

射
場

舟
津

江
向

ナ
キ
リ

辻
尾

13.1

26.4

4.4

0.4

0.4

1.8

33.1

0.7

0.4

36.2

0.2

48.2

0.5

51.3

0.5

31.4

4.74.7

7.9

30.8

13.0

12.1

メ
ボ
シ
崎

4.4

4.3

4.4

5.7

15.8

17.1

3.4

2.1

3.4

3.1

2.1

2.1

2
0

22.9

22.2

4.5

17.3

4.4

10

5.5

1
0

8.7

15.5

42.3

22.2

12.1

24.2

5.1

5.1

2.6

2.9

4.3

6.5

3.3

3.0

4.0

10.3

17.1

14.8

23.6

8.1

4.7

5.0

19.9

2.7

2.8

0.8

2.8

19.3

20

10

3
0

3
0

H.H.W.L

H.W.L

潮 位 図

+3.9

+1.6

±0.00
±0.00

L.W.L
D.L

T.M.S.L

位 置 図

福岡県

佐賀県

長崎県
為石漁港

+3.2

為石漁港計画平面図

為石漁港海岸保全施設整備

離岸堤 L=4ｍ
基礎工　1式
消波工　L=4ｍ

縦　断　図

消 波 ブ ロ ッ ク 5 0 t 型  乱 積

+8.10

H.W.L  +3.20

基礎工　1式
消波工　L=4m

離岸堤　L=4m

4 平面図

現況写真

-118-



１ 概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

228～229
６

農林水産業費
３

水産業費
５

水産センター費
1 - 1 水産種苗生産費

千円
２６，６１６

２ 事業内容

沿岸漁業における水産資源の維持・回復のため、放流用の種苗を生産し栽培漁業推進協議会に分譲する。
養殖業の振興を図るため、養殖用の種苗を生産し、漁業協同組合に分譲する。

(１)事業箇所 長崎市水産センター（長崎市牧島町）
(２)事業内容 水産種苗の生産・分譲

魚種 用途 全長(mm) 分譲数量 分譲先

ク マ エ ビ 放流用
30

(体長)
800,000尾

橘湾栽培漁業推進協議会

橘湾栽培漁業推進基金

ガ ザ ミ 放流用 10 200,000尾
橘湾栽培漁業推進協議会

橘湾栽培漁業推進基金

イ ワ ガ キ 養殖用 種板 13,300枚 たちばな漁業協同組合等

シ マ ア ジ 養殖用 70 30,000尾 たちばな漁業協同組合
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３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円
２６，６１６

千円
－

千円
－

千円
－

千円
８，５３４

千円
１８，０８２

※ 水産種苗売払収入等

４ 参考（経費内訳、生産魚種）

クマエビ（アカアシ） ガザミ

イワガキ シマアジ

項目 金額（千円） 内容

報 酬 2,862 会計年度任用職員報酬

旅 費 575
会計年度任用職員通勤手当

各種分科会出席旅費

需用費 21,357 消耗品費、燃料費、飼料費

備品購入費 1,375 自動プール清掃ロボット等

その他 447 運搬料等

合 計 26,616
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水産業における収益性向上を図るため、漁業者の収益向上につながる調査や試験等を関係機関等と連携し行うもの。

１ 概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

228～231
６

農林水産業費
３

水産業費
５

水産センター費
1 - 3 水産技術試験研究費

千円
７，９９４

２ 事業内容

（１）水産種苗放流効果調査の実施（1,478千円）

魚種ごとに適した標識をつけて放流した水産種苗の混獲や移動状況等を確認することにより、放流効果を把握し、今
後の放流事業の効果検証等の基礎資料とする。

魚種 調査方法 実施期間・場所 写真等

クマエビ
【水産技術研究所
と共同研究】

①トラモアタグ調査
②クマエビの成熟度、サイズ等調査
③トラモアタグ標識放流
④用船によるサンプリング調査
⑤混獲率調査

①周年 橘湾
②周年 橘湾
③８月、10月 橘湾
④９～11月 橘湾
⑤周年 市内外漁協

イセエビ ①腹部標識 周年 野母崎周辺

トラモアタグ

腹部標識

経済再生アクションプラン該当事業 Ｂ３ 都市型水産業・農業の推進

-121-



（２）ウスバハギ養殖・種苗生産試験（2,641千円）

長崎県において新たな養殖魚種の候補として種苗生産技術の開発を進めているウスバハギの人工種苗を用いた養殖試験を
行い、養殖現場への導入の可能性を検討する。
併せて、ウスバハギの人工種苗生産試験を県と共同で行う。

ア 実施箇所 長崎市水産センター（長崎市牧島町）ほか

イ 実施内容 養殖試験（成長、生残、飼育密度、餌料効率、需要調査等）

種苗生産試験（成長、生残、飼育密度等）

ウ 実施期間 養殖試験：令和７年８月～11月

種苗生産試験：令和７年５月～９月

（３）ホンダワラ類種苗プレート・種糸生産（3,875千円）【県委託事業】

本市沿岸海域における藻場回復を目的に、長崎県が令和４年度から10年計画で実施する特定漁場整備計画（大型魚礁及び
増殖場造成）と連携し、海水温上昇への耐性が強く食害にも強いホンダワラ類の藻場増殖プレート等を生産する。

ア 実施箇所 水産センター（長崎市牧島町）

イ 実施内容 ホンダワラ類種苗プレート(５００枚)及び種糸(３６枠)の生産

(ア) 母藻採取（沿岸海域：６月～８月）

(イ) 母藻管理（陸上種苗生産施設：６月～８月）

(ウ) 採卵・採苗（陸上種苗生産施設：６月～８月）

(エ) 種苗培養・管理（陸上種苗生産施設：６月～翌年３月）

(オ) 種苗生産完了（３月）

ウスバハギ

ホンダワラ種苗プレート ホンダワラ種糸

養殖試験の様子 関西量販店への出品状況 関西量販店への出品状況

２ 事業内容
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３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 ※１ 地方債 その他 ※２ 一般財源

千円
７，９９４

千円
－

千円
５，０１０

千円
－

千円
５５０

千円
２，４３４

※１ ホンダワラ類種苗生産試験 県委託金 ４，１２０千円
ホンダワラ種糸生産試験 県委託金 ８９０千円

※２ 栽培対象資源(クマエビ)対策受託事業収入（水産庁さけ・ます等栽培対象資源対策事業）
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水産センターは昭和49年に開設され、施設や設備の老朽化が進んでいることから改修を行う。

１ 概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

228～231
６

農林水産業費
３

水産業費
５

水産センター費
2 - 1

【単独】水産センター施設整備事業費
水産センター

千円
８２，８００

２ 事業内容

（１）魚類生産棟改修工事（35,800千円）

魚類生産棟の通路やコンクリート水槽等が老朽化により劣化しているため改修する。

・改修箇所：コンクリート水槽防水（60ｔ水槽、100ｔ水槽）、通路、鉄骨柱脚ほか

・材 質：コンクリート（水槽）、鉄骨（上屋）ほか

・整備年度：平成10年度

（２）管理研修棟外壁等改修工事（40,000千円）

管理研修棟の外壁や屋上等が老朽化により劣化しているため改修する。

・改修箇所：外壁、屋上防水ほか

・構 造：３階建て鉄筋コンクリート造

・整備年度：昭和54年度

（３）魚類生産棟温水循環ポンプ改修工事（7,000千円）

魚類生産棟の温水循環ポンプが老朽化により故障しているため更新する。

・改修箇所：温水循環ポンプ、バルブほか
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鉄筋の露出

柱脚の腐食

塗装の剥がれ

通路の一部崩落

循環ポンプ

３ 改修予定箇所
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４ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 ※ その他 一般財源

千円
８２，８００

千円
－

千円
－

千円
７４，５００

千円
－

千円
８，３００

※合併特例債 充当率９０％（交付税措置率７０％）
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長崎漁港（三重地区）等において、長崎県が実施する安全・安心な水産物の品質確保や衛生管理対策の
高度化、流通機能の強化に資する岸壁等の整備に対して、地元負担金を支出するもの。

１ 事業概要

（1）事業期間 令和6年度～令和15年度

（2）主な事業 沖防波堤（改良） L= 70ｍ

南防波堤（改良） L= 870ｍ

－6ｍ岸壁(A)（改良） L= 520ｍ

No.5浮桟橋（改良） N= 1基

臨港道路畝刈琴海線（改良） L= 2,180ｍ

臨港道路畝刈時津線（改良） N= 1橋

配送用作業施設 N= 1式 ほか

（3）事業主体 長崎県

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

230～231
６

農林水産業費
３

水産業費

６
県施行事業費

負担金
1-1 水産業費負担金 漁港事業費

千円
１５５，２９２

２ 長崎漁港（三重地区）全体計画
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（単位：千円）

事業名 事業費
負担割合

市負担金 事業概要
国 県 市

水産流通基盤整備事業 ２，４９８，２３９ １３５，４１７ （長崎漁港）

外郭施設 ２，１６１，２３９ 2/3
28.734
％

4.6％ ９９，４１７
沖防波堤（改良）、防波堤（改良）、内防波
堤（K）（改良）、内防波堤（L）（改良）

係留施設 ２００，０００ 50.0％ 40.0％ 10.0％ ２０，０００ －10m岸壁（改良）、No.5浮桟橋（改良）

輸送施設 １１０，０００ 50.0％ 37.5％ 12.5％ １３，７５０ 畝刈時津線（改良）

荷捌所 ２７，０００ 2/3 3/12 1/12 ２，２５０ 配送用作業施設

水産業競争力強化
漁港機能増進事業

５６，０００ ６，１２５ （長崎漁港）

係留施設 ３５，０００ 50.0％ 37.5％ 12.5％ ４，３７５ 浮桟橋（新設）

荷捌所 ２１，０００ 2/3 3/12 1/12 １，７５０ 魚類移送装置（改良）

県単独漁港関係自然災害防
止事業

４５，０００ － 75％ 25％ １１，２５０
（長崎漁港）道路改良 ほか
（野母漁港）歩道改良

県単独修築事業 １０，０００ － 75％ 25％ ２，５００
（長崎漁港）
車両侵入防止柵（新設） ほか

合計 ２，６０９，２３９ １５５，２９２

３ 事業内容
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※１ 公共事業等債 充当率 90％（交付税措置率 22.2％） １２７，３００千円
緊急自然災害防止対策事業債 充当率 100％（交付税措置率 70％） １１，２００千円
一般単独事業債 充当率 75％（交付税措置率－％） １，８００千円

計 １４０，３００千円

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 ※1 その他 一般財源

千円
１５５，２９２

千円
－

千円
－

千円
１４０，３００

千円
－

千円
１４，９９２
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水産業費負担金
漁港事業費

野母漁港

臨港道路
畝刈時津線

長崎漁港
（三重地区）

５ 位置図

井手園交差点

長崎漁港
（長崎地区）
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６-１ 平面図
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【中央突堤】

三重中

国
道
202号

京泊公園

畝刈小

沖防波堤(改良)

耐浪化

防波堤(改良)

内防波堤(K)(改良)

内防波堤(L)(改良)

No.5浮桟橋(改良)

配送用作業施設

測量設計 一式

-10ｍ岸壁(改良)

耐震化

防風フェンス

防風フェンス

防風フェンス

防暑施設

長崎漁港（三重地区）計画平面図

水産流通基盤整備事業

沖防波堤

内防波堤(L)

内防波堤(K)

防波堤

No.5浮桟橋-10m岸壁

配送用作業施設

凡   例
令和５年度迄実施済箇所

令和６年度実施箇所

令和６年度補正箇所

令和７年度実施予定箇所

令和８年度以降
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６-２ 平面図

畝刈橋

銭淵橋兵頭ﾄﾝﾈﾙ

多以良2号ﾄﾝﾈﾙ
多以良1号ﾄﾝﾈﾙ

多以良大橋
鳴見橋

新雲谷橋

長崎漁港(臨港道路畝刈時津線)計画平面図

水産流通基盤整備事業

臨港道路畝刈時津線（改良） L＝5,400m

橋梁耐震化

多以良大橋

凡   例

令和５年度迄実施済箇所

令和６年度実施箇所

令和７年度実施予定箇所

令和８年度以降

至 時津

至 畝刈
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６-３ 平面図 長崎圏域計画平面図

県単独漁港関係自然災害防止事業

野母漁港
・歩道改良 N=1式

県単独漁港関係自然災害防止事業

長崎漁港（畝刈時津線・臨港道路（A））
・道路改良 N=1式

歩道床版の老朽化状況

県単独修築事業

長崎漁港（長崎地区）
・車両侵入防止柵（新設）N=5基

車両侵入防止柵（イメージ）

道路冠水状況

凡   例

令和７年度実施予定箇所浮桟橋（イメージ）

魚類移送装置

水産業競争力強化漁港機能増進事業

長崎漁港（三重地区）
・魚類移送装置（改良） N=2基
・浮桟橋（新設） N=1基
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